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Ａ．研究目的 

本邦の腎疾患対策をさらに推進するために、平

成 29年 12月より、厚生労働省健康局「腎疾患対

策検討会」において検討が重ねられた。平成 30

年 7月「腎疾患対策検討会報告書～腎疾患対策の

更なる推進を目指して～」が、全国自治体、関係

団体に広く発出された。 

同報告書には「慢性腎臓病（CKD）を早期に発

見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・

継続することにより、CKD重症化予防を徹底する

とともに、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を

含む）の QOLの維持向上を図る」ことを目標とし

て、「普及啓発」、「地域における医療提供体制の

整備」、「診療水準の向上」、「人材育成」、「研究開

発の推進」の５本柱に実施すべき取組が整理され

た。また、2028 年までに年間新規透析導入患者数

を 35,000人以下に減少させるという成果目標

（KPI）も設定された。 

本研究では、同報告書の 5課題実現・社会実装

のための具体的な計画・方法の立案、評価・進捗

管理の方法開発を行う。全国各地の腎疾患対策を

評価・分析し、課題抽出、新たな対策立案の PDCA

サイクルを回し、継続的に腎疾患対策が実現する

体制を構築することを目的とする。これにより

１）CKD重症化を防止し、新規透析導入患者を減

少させ、２）さらに、CKD患者（透析患者及び腎

移植患者を含む）の QOLの維持向上を図る体制を

構築する。 

令和元年～3年、厚生労働省政策研究班「腎疾

患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理およ

び新たな対策の提言に資するエビデンス構築」研

究に取り組んで来た。本研究はこれをさらに推し

進めるものである。具体的には、以下に取り組

む。 

 

 

研究要旨 
本研究は、腎疾患対策検討会報告書の5課題実現・社会実装のための具体的な計画・方法の立案、評
価・進捗管理の方法開発を行う。全国各地の腎疾患対策を評価・分析し、課題抽出、新たな対策立案
のPDCAサイクルを回し、継続的に腎疾患対策が実現する体制を構築することを目的とし、１）CKD
重症化を防止し、新規透析導入患者を減少させ、２）さらに、CKD患者（透析患者及び腎移植患者を
含む）のQOLの維持向上を図る体制を構築する。 
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1．普及、啓発

（1）普及啓発資材の開発 

国民、医療者を対象にCKD早期発見、受診勧奨、

専門医受診に資する資材を作成する。 

（2）CKD診療ガイドライン、紹介基準、標準治療の

普及率、均霑化率の評価、普及啓発活動の評価 

 普及、均霑化を阻害する要因を抽出し、解決策を考

案する 。 

 普及啓発活動の実施数、CKDの重要性の認知度の評

価を都道府県、市町村レベルで実施する。 

2．診療連携体制構築 

(1) 腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構

築を推進する。各地の診療連携体制構築の実態を調

査、把握する。

(2) 好事例横展開：連携体制構築の先進好事例を把

握し、モデルとして定式化し、横展開を図る。地域

の医療資源に最適化した連携モデルを図示化し、提

示する。都市部モデル、地域モデル等。連携体制構

築未実施地域においても、連携体制構築に着手でき

るようにマニュアル的な手順書を作成する。

(3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進

健診結果に基づく受診勧奨、保健指導の実態を調査

する。各地の行政、「保健活動を考える自主的研究

会」等と連携して調査を実施する。

3．診療水準の向上 

(1)移行期医療（トランジション） 

小児期発症患者の成人医療への移行)に関する実

態把握及び、円滑な移行支援策を構築する。 

「おしっこ（尿）と腎臓の不思議」（2021年度本研

究班成果）、「腎疾患の移行期医療支援ガイド―Ig

A腎症・微小変化型ネフローゼ症候群―」（2019年

度「難治性腎障害に関する調査研究」成果） 

(2)高齢CKD患者、透析・移植後患者のQOL維持向上 

高齢者CKD診療における論点整理を行い、提言を作

成する。R３年度中のAMED事業として、高齢腎不全

患者を対象としたCKMガイドが作成される。このガ

イドの普及も図る。 

(3)難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化 

難治性腎疾患の研究動向の把握：厚労省研究班との

連携 

(4)尿中アルブミンの測定診療報酬化 

保険診療上、尿中アルブミン定量（UAE）は「糖尿

病又は糖尿病性早期腎症患者であって微量アルブ

ミン尿を疑うもの（糖尿病性腎症第１期又は第２期）

に対して行った場合に、３か月に１回に限り」算定

できる。しかし諸外国では、CKD全般で測定可能で

ある。CKDの定義、重症度分類も国際的にはUAEで
なされるが、本邦では、UAEの代替として尿中蛋白

排泄量（UPE）を採用せざるを得ない。CKD診療実

態の国際比較のためにも、非糖尿病CKDにおいても

UAEが測定できる環境にする必要がある。UAE測定

の意義を整理（文献的考察）、費用対効果分析等を

実施し、UAE測定の保険収載をめざす。 

4．人材育成 

看護師/保健師、管理栄養士、薬剤師等の人材を育

成し、CKD診療に携わる医療従事者数の増加を図る。 

5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1)AMED,厚労省等の公的研究のCKD関連研究をと

りまとめ、本邦のCKD関連研究の現況と経年変化が

把握できる環境を整備する。 

(2)海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RRT）

の実態の調査を行う。 

(3)疫学調査 

特定健診データ、各地のコホート研究、NDBデータ

等の複数のソースを解析して、CKDの有病率を測定

する。同一方法でCKD有病率の経年変化を解析しう

る基板を構築する。 

6．情報発信、広報 

研究班の成果を HP 等で効率よく、発信できる

基盤を整備する。
https://ckd-research.jp/ 

Ｂ．研究方法 
1．普及、啓発

医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に

CKDについて普及啓発を行いより多くの人が腎疾患

対策を実践する体制を構築することを目標とする。 

(1）普及啓発資材の開発  ○中川、内田、今澤 

 協力者 桒原（熊本大学）、長洲（川崎医科大学） 

CKD早期発見、受診勧奨に資する資材を対象者（市

民、患者、医療者）に応じて作成する 

市民を対象としたCKD（検尿、eGFR測定）啓発資

材（チラシ、動画等）を作成してきた。また全国の

啓発イベントで活用できるCKD理解の普及を目的と

したクイズパネルも作成している。また全国の市民

公開講座等で使用する共通のPowerPoint一式を作

成して利用可能とする。 

(2）地域における普及啓発活動の評価 ○伊藤, 福

井 

 地域ごとの普及啓発活動（市民公開講座など）の

実施数、認知度の評価を都道府県、市町村レベルで

実施する。2019年度から開始した全国の実施状況の

調査を継続し、経年的な変化を評価する。日本腎臓

病協会の都道府県代表に対するアンケート調査な

ど、現場に低負荷で実施可能な方法論を開発する。

2022年度は未実施地域、不足地域を重点化した調査

を実施する。 
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2．診療連携体制構築  

(1) 実態調査：○伊藤、福井 

腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構築を

推進する。各地の診療連携体制構築の実態を調査、

把握する。 

(2) 好事例共有・横展開：○和田淳、向山、山縣、

森下、古波蔵、上條 

連携体制構築の先進好事例を把握し、モデルとして

定式化し、横展開を図る。地域の医療資源に最適化

した連携モデルを図示化し、提示する。都市部モデ

ル、地域モデル等。連携体制構築未実施地域におい

ても、連携体制構築に着手できるようにマニュアル

的な手順書を作成する。 

NPO法人日本腎臓病協会に設置したCKD対策部会

（J-CKDI）において、全国12ブロック及び各県の担

当者を任命している。各県担当者を中心に活動実態

の把握と効果を評価する。 

 2019年度中に全国12ブロックにおける現状把握

の会議を開催した。ブロック内各都道府県における

普及・啓発、診療連携体制構築の現状、課題を抽出、

共有した。その結果、各地において行政部門との連

携が必ずしも緊密に行われていないことが判明し

た。 

 これを解決すべく、2019年12月、岡山市において、

中国ブロックをモデルケースとして、行政との連携

強化の会議を開催した。各地行政担当者へは厚労省

健康局より直接働きかけていただき、会議への出席

を促していただいた。 

2020年2月、同様に趣旨で東京・南関東ブロック

を開催した。厚生労働省、各行政担当者（東京都、

八王子市、神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、

横須賀市、千葉県、千葉市、船橋市、柏市、埼玉県、

川越市、越谷市、川口市、吉川市）、医療者（柏原

代表、伊藤代表、日本腎臓病協会の南学東京都代表、

岡田南関東ブロック代表をはじめとする各県代表）

が参加した。 

2021年度中に全国12ブロックで同様の会議を開

催予定であったが、新型コロナ感染症の拡大のため、

中断を余儀なくされた。2021年度内にWebを活用し

て、中国ブロック、東京・南関東ブロックで会議を

開催した。Webでも目的はある程度達成できること

が判明した。2022年度以降も継続する。 

 

(3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進 

○旭 

健診結果に基づく受診勧奨、保健指導の実態を調

査する。各地の行政、「保健活動を考える自主的研

究会」等と連携して調査を実施する。「CKDに関す

る健診判定と対応の分類例」などを参考にしながら、

各々の健診実施機関による保健指導、受診勧奨を推

進する。各地の保健師、行政との連携を推進する。

（1）で記述した各ブロック単位での会議体でも協

議し各地の実情の応じた有効な方法で展開する。ま

た糖尿病性腎症重症化予防プログラムとの連携も

一層強化する。 

 

3．診療水準の向上 

(1) 移行期医療（トランジション）○服部、石倉 

小児期発症患者の成人医療への移行)に関する実態

把握及び、円滑な移行支援策を構築する。 

「おしっこ（尿）と腎臓の不思議」（2021年度本研

究班成果）、「腎疾患の移行期医療支援ガイド―Ig

A腎症・微小変化型ネフローゼ症候群―」（2019年

度「難治性腎障害に関する調査研究」成果） 

(2) 高齢CKD患者、透析・移植後患者のCOL維持向

上 ○酒井、祖父江 

高齢者CKD診療における論点整理を行い、提言を

作成する。R３年度中のAMED事業として、高齢腎不

全患者を対象としたCKMガイドが作成される。この

ガイドの普及も図る。 

・高齢者CKD診療における論点整理  

高齢CKD患者の課題を抽出し、高齢者CKD診療におけ

る論点を整理する。高齢者は、他疾患、フレイル、

認知症等を合併する。個人差も大きく、高齢者のCK

D対策では、個人の状況に合わせて、腎不全への進

行阻止、QOL維持・向上、要介護状態への移行阻止

等の包括的な対応を提案する。 

・高齢者腎代替療法のあり方に関しての提言  

QOLを配慮した高齢者腎代替療法のあり方について、

国内外の実態を調査する。在宅腎代替療法のあり方

についても調査研究する。 

・高齢CKD患者、透析患者及び腎移植患者のQOLの維

持向上 

 全体目標にある、CKD 患者の QOL の向上を達成

するには、CKD 重症化予防のみならず、様々な合併

症予防や、各患者にとって最適な腎代替療法（血液

透析、腹膜透析、 腎移植）の選択や準備、治療と仕

事の両立支援等も重要と考えられる。論点整理を行

い、適切な療法選択の推進、QOL維持向上に資する

提言を行い、ガイドラインへの反映を目指す。2022

年度以降も継続する。 

 

(3) 難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化  

○成田 

難治性腎疾患の研究動向の把握：厚労省研究班と連

携する。同研究班作成のガイドラインの普及をめざ

す。 

(4) 尿中アルブミンの測定診療報酬化 ○横尾、旭、

田村、今田 

保険診療上、尿中アルブミン定量（UAE）は「糖

尿病又は糖尿病性早期腎症患者であって微量アル

ブミン尿を疑うもの（糖尿病性腎症第１期又は第２

期）に対して行った場合に、３か月に１回に限り」

算定できる。しかし諸外国では、CKD全般で測定可
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能である。CKDの定義、重症度分類も国際的にはU
AEでなされるが、本邦では、UAEの代替として尿中

蛋白排泄量（UPE）を採用せざるを得ない。CKD診
療実態の国際比較のためにも、非糖尿病CKDにおい

てもUAEが測定できる環境にする必要がある。UAE
測定の意義、費用対効果分析等を実施し、UAE測定

の保険収載をめざす。 
 

 

4．人材育成  ○要、和田健彦 

看護師/保健師、管理栄養士、薬剤師等の人材を

育成し、CKD診療に携わる医療従事者数の増加を図

る。腎臓病療養指導士による療養指導に対して診療

報酬が付与されること目指して、厚生労働省と連携

して必要な準備を進める。 

5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1) AMED,厚労省等の公的研究のCKD関連研究をと

りまとめ、本邦のCKD関連研究の現況と経年変化が

把握できる環境を整備する。○深水、田村 

(2) 海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RRT）

の実態の調査を行う。○南学、深水 

CKD及びCKD診療体制の国際比較、ESRD・腎代替療

法（RRT）の実態の国際比較、CKDの成因の相違・特

徴、海外のCKD診療体制の調査を行う。ESRD,RRT（移

植を含む）の海外動向についても調査する。海外の

CKD対策成功事例の調査も行う。以下の推進を図る。

COVID-19により海外の動向調査に支障を来たして

いるが、Webセミナー等を介して補填したい。 

・関連学会との連携強化によるデータベース間の

連携構築（DKD に関する日本腎臓学会、日本糖尿病

学会の連携のみならず、日本循環器学会等の心血管

疾患の関連学会との 連携も重要である。） 

・研究及び診療への ICT やビッグデータの活用 

・国際共同試験を含めた臨床試験の基盤整備 

・病態解明に基づく効果的な新規治療薬の開発 

・再生・オミックス（ゲノム等）研究の推進 

・腎臓病の基礎研究や国際競争力の基盤強化 

（3）疫学調査  ○猪阪、福間、今田 

特定健診データ、各地のコホート研究、NDB
データ等の複数のソースを解析して、CKD の有

病率を測定する。同一方法で CKD 有病率の経年

変化を解析しうる基盤を構築する。 
 

6．情報発信、広報 ○西山、祖父江 

研究班の成果をHP等で効率よく、発信できる基盤

を整備する。 
 
（倫理面への配慮） 
すべての研究者は「ヘルシンキ宣言（2013年10月

改正）」, 「個人情報の保護に関する法律（2015年

9月改正）」、「医療・介護関係事業者における個人

情報の適切な取扱いのためのガイダンス（2017年4

月改正）」、「人を対象とする生命科学・医学系研

究に関する倫理指針(2021年３月)」、「医薬品の床

試験の実施の基準に関する省令（GCP省令）（2021

年1月改正）」、「医療情報システムの安全管理に関

するガイドライン第5.1版（2021年1月改正）」を厳

格に遵守する。個人情報保護法に基づき、被験者の

秘密保護に十分配慮する。 
 
Ｃ．研究結果 

1. 普及、啓発 

(1）普及啓発資材の開発 
１）普及啓発資材活用の実態調査 
＜小児向け＞ 
 昨年度までの本研究班で
は、小児慢性腎臓病患者向
けに、ヘルスリテラシー向
上を目的とした啓発本「お
しっこ（尿）と腎臓の不思
議」を作成した。移行期医療
プログラムは12～14歳で始
めるのがよいことから、本
書は小学生高学年から中学
生を読者対象として記述さ
れている。 
 
＜ダウンロード可能CKD普及啓発用動画＞ 
 昨年度までの本研究班では、様々なカテゴリーの
デジタルサイネージに動画として放映できるよう
に、さらに2種類の動画を作成した。CKD啓発動画シ
リーズ第3話「早期受診で子供たちの腎臓を守ろ
う！」とCKD啓発動画シリーズ第4話「もしものこと
があった場合 臓器提供という選択」で、これらはN
PO法人日本腎臓病協会のHPにアップし、ダウンロー
ドして利用できるようになっている。https://ckd
-research.jp/download/ 
 
＜YouTubeの活用＞ 
NPO法人日本腎臓病協会では、YouTubeのアカウント
を作成し、CKD普及啓発動画を公開した。 
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＜既存普及啓発資材の調査＞ 

 
２）普及啓発資材の開発 
 以上の既存資材の情報を整理し、以下のコンセプ
トで開発資材の開発を進めた。 
対象：CKDを知らない、CKDステージG1/2、20-40代
の未病の国民 
コンセプト：腎臓（の働き）の認知, CKDの認知 
目指す行動変容：腎臓への関心を持つ/年１回健診
に行く 
提供する情報：腎臓の働き/腎臓の位置・大きさ/ 
健診での指標/腎臓が病気になるとどうなるか/ 
CKDにならない生活習慣、等 
手法：クイズや驚きを与える情報で興味をひく 
「そうなの？」「なるほどね」 
用途：健診時や市民公開講座参加者に配布 
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＜未病の国民向け啓発資材＞ 
    表紙     裏表紙 

 
     中面 

 

(2）地域における普及啓発活動の評価 

地域ごとの普及啓発活動（市民公開講座など）の

実施数、認知度の評価を都道府県、市町村レベルで

実施するため、2019年度から開始した全国の実施状

況の調査を継続し、経年的な変化を評価した。  

【日本腎臓病協会（JKA）の後援数集計】 

JKAに申請のあった普及啓発イベント数は、2020

年度は30件であったが、2021年度は110件と増加し

ていた。 

【アンケート調査結果】 

年度末にアンケート調査をJKAの各都道府県代表、

地区幹事に送付し、前回（2020年度）の結果との比

較をした。 

2020年度はJKAへの申請アンケート調査の結果も

少なかったが、2021年度には増加している。新型コ

ロナウイルス感染対策をしっかり講じることがで

きるようになったためと考えられる。 

活動の形態としては、講演会形式のものが増加し

ており、webで開催されたものと思われる。また、

使用した媒体としては、新聞、ラジオ、テレビ、行

政広報などが増加し、各地での工夫が伺える。また、

YouTubeなどの動画サイトやデジタルサイネージの

利用も進んできている。 

腎臓病療養指導士が参加した普及啓発活動数も

増加し、患者会が参加した普及啓発活動数も増加し

ているが、まだ頻度は低い。認知度の調査の回数は

増えているが、いまだ実施できていない地域も多い。

認知度向上に関してはコロナ禍で十分な活動がで

きていないという意見が多かった。 

 

2．診療連携体制構築  

(1) 実態調査 

腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構築

を推進するため、普及啓発活動の評価でも使用して

いる、JKAの各都道府県代表、地区幹事を対象とし

た、年度末のアンケート調査を集計し、各地の診療

連携体制構築の実態を把握、調査した。 

【アンケート調査結果】 
 全国的に診療連携体制構築のための会議体の設
置は増加している。専門医リストの作成は伸びて
いないが、各地で紹介基準が作成されている。 
エリアでのCKD連携制度も増加しており、特に

市町村で増加が顕著である。連携実績については
把握できていない地域が多く、本アンケートの限
界と思われる。 
行政との連携は良好な地域が多いが、医師会と

の連携が難しい地域も見受けられた。 
多職種連携に関しても、看護師、栄養士、薬剤
師と満遍なくできており、その数も増加してい
る。連携している専門団体であるが、歯科医師会
との連携が伸び悩んでいる。 
個別連携制度の詳細調査では、二次医療圏、市

町村レベルでの増加がみられた。これは郡市区の
行政との連携は増えていることに起因するものと
思われる。連携制度に関する全体的評価では、優
れている、評価できる・適切であるが増加してい
る一方で、やや改善を要するも増加していた。 
 

(2) 好事例共有・横展開 全47都道府県から、「普

及啓発」および「診療連携」に対する取り組みのス

ライド作成を依頼したところ、全都道府県（北海道

は北と南あり、福岡県は複数あり）が上記2つに対

する個別のスライドを作成した。それらのスライド

を 2 班 合 同 ホ ー ム ペ ー ジ （ https://ckd-

research.jp/）にとりまとめて掲載した。 

 

（図１） 

 
 

具体的には上記ホームページの「研究開発の推進」

（図１）をクリックする。次に「全国の取り組み・

年次推移」の項をクリックすると全国地図（図２）
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が表示される。ここで閲覧を希望する都道府県を

クリックすることで知りたい都道府県の情報へア

クセスできるようになっている。 

 

（図２） 

 
 

例えば岡山県をクリックすると図３のような形で、

岡山県の普及啓発の取り組みと認知度に関するス

ライドや、診療連携体制構築の取り組みに関する

スライドをいつでもどこからでもダウンロードで

きるようになっている 

 

（図３） 

 
 

残るすべての都道府県の CKD 対策の現状も同様の

形で閲覧することができることとなった。 

 

(3) 検診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進   

各保険者（国民健康保険、各種被用者保険）にお

ける特定健診・各種検診における腎臓関連検査の実

施状況、検査結果に基づく保健指導および受診勧奨

等のフィードバックの実態（実施状況，基準運用）、

現況の背景となる地域の実情について下記の通り

調査計画を立案した。 

【調査計画（案）】 

調査対象：都道府県の国保連合会、協会けんぽ都道

府県支部、岩手県、山形県、茨城県、東京都、大阪

府、奈良県、島根県、長崎県での調査を想定。（日

本腎臓学会腎臓健診対策小委員会と連携） 

調査項目：1)特定健診での血清クレアチニン（eGFR）

測定の有無、2)尿蛋白または血清クレアチン（eGFR）

以外（尿中アルブミン定量等）の腎臓病関連の検査

の実施の有無、3)尿蛋白または血清クレアチン

（eGFR）に関するフィードバックの有無と内容（受

診勧奨、保健指導（口頭）、情報提供（印刷物など））、

4）フィードバックの基準（フィードバック文例集

に準拠、独自の基準）、5)受診勧奨にあたっての医

師会や医療機関等との連携（医療機関リストの作成

や、連携協定等）の有無、6）フィードバック対象者

の経年的なフォローアップの有無等とすることを

想定。 

 

3．診療水準の向上 

(1) 移行期医療（トランジション） 

2014年に「成人期に達した小児期発症慢性腎疾患

患者の成人医療への移行に関する実態把握のため

の調査研究」が行われ、208施設3138症例の回答が

得られた。その結果2014年時点では移行プログラム、

移行コーディネーターの病院内設置など体制面で

の整備が十分ではないこと、調査時点で25歳以上の

症例の43.3％が小児科で加療を継続されているこ

とが明らかとなった。今回改めて各施設の現状を調

査すること、2014年の研究結果と比較を行いながら

現在の「移行医療」の現状を明らかにするとともに、

転科を妨げる要因を検討することで、今後円滑な移

行医療を進めるための提言作成を目的として、研究

計画書および調査票の作成を行った。また対象施設、

対象患者を以下の通りとした。 

 

対象施設 

1） 日本腎臓学会評議員が在籍している施設・診療

科 

2） 日本小児腎臓病学会代議員が在籍している施

設・診療科 

上記のうち 2014 年度研究に協力が得られた施設・

診療科を対象施設とする。（成人 61 施設、小児 54

施設予定） 

 

対象患者 

1）小児の調査対象施設・診療科でフォローされて

いる小児期発症慢性腎疾患患者で、以下の①、②の

いずれかに該当するもの 

① 2021年 1月 1日から 2022年 12月 31日までの

間に、小児科医・小児腎臓内科医が成人医療施

設へ紹介した全小児期発症慢性腎疾患患者 

② 2022年 12月 31日時点で、小児科医・小児腎臓

内科医がフォローしている 18 歳以上の小児期

発症慢性腎疾患患者 

 

2）成人の調査対象施設・診療科でフォローされて

いる小児期発症慢性腎疾患患者で、以下の①、②の

いずれかに該当するもの 

① 2020年 1月 1日から 2022年 12月 31日の間に

小児科医・小児腎臓内科医または小児泌尿器科

医から紹介を受けて腎臓内科医がフォローし

ている 18歳以上の小児期発症慢性腎疾患患者 

② 2020年 1月 1日から 2022年 12月 31日の間に

小児科医・小児腎臓内科医または小児泌尿器科

医からの紹介なくフォローしている 18 歳以上

の小児期発症慢性腎疾患患者 
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調査票 

調査票は施設調査票と、個別の症例調査票とし

て小児科医・小児腎臓内科医用の調査票 2種類、成

人診療科医師用の調査票 2 種類の計 4 種類を対象

患者に合わせて用いる。調査内容は 2014 年度研究

で使用した調査票を基本とし、移行を妨げる要因

を明らかにすることを目的に項目を追加して作成

した。 

 

調査手順 

倫理委員会承認後に上記調査対象施設（日本腎臓

学会評議員、日本小児腎臓病学会代議員が在籍す

る施設・診療科で、2014 年度調査に協力が得られ

た施設）に対して調査票を送付し、一定期間内に対

象施設から返送を頂く。データを記入した調査票

は、返信用レターパックにいれ、データセンターへ

郵送される。データセンターは受領した調査票を

データベース化し、集計を実施する。 

 

倫理委員会承認後に調査対象施設に対して調査票

を送付予定であり、2023年5月に調査を実施する予

定である。 

 

(2) 高齢CKD患者、透析・移植後患者のCOL維持向

上 

 高齢腎不全患者の保存的腎臓療法はAMED研究か

らの継続であり、この周知を各学会（日本腎臓学会

総会、東部会：主催にてシンポジウム企画）で図り、

論文化も行った。台湾移植患者のCKMガイドの監訳

改訂版を作成し、関連学会で配布予定。移植に関し

ては、腎移植内科研究会を主催し、移植患者の診療 

水準の向上を図った。 

 

(3) 難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化   
難治性腎障害に対する調査研究班で2020年に作

成され公開された４疾患（IgA腎症、多発性嚢胞腎、

ネフローゼ症候群、急速進行性腎炎）および移行医

療の診療ガイドラインの普及のため、PDFファイル、

およびダイジェスト版を（難病班、日本腎臓学会、

Minds）のホームページ上で、無料で公開した。そ

れぞれのガイドラインの使用状況をアンケートに

て調査した。また患者および家族に向けた療養ガイ

ドを作成した。 

 概ねガイドラインの浸透は順調であり、2017年に

行った調査と比較して遵守状況が向上しているこ

とが分かった。また一部診療実態との整合性に課題

がある可能性も考えられた。アンケート調査の結果

は論文作成中である。 

 難治性疾患政策研究事業との連携により、難病を

原疾患とする腎障害患者の診療が向上し、均霑化が

進んだ。 

 

(4) 尿中アルブミンの測定診療報酬化 

UAE測定の有用性を明らかにするために、文献検

索を行った。また、その費用対効を明らかにするた

めの方法論の検討を開始した。現状では、UAE/UPE

比が一定という前提のもとで、CKDの病態をより正

確に反映するUAEを、生理的な蛋白成分などが混在

するUPEの測定で代替している。しかし、UPEが50mg

/gCr未満という低蛋白濃度下では、UAE/UPE値が一

定値を取らず、UAE値の推定は困難と考えられた。

よって、UPEでは発見も治療効果の評価も行なえな

かったこの尿蛋白濃度の患者に対してUAEを測定す

ることで、早期介入が可能になると考えられた。さ

らに、早期介入による費用対効果の解析に着手した。 

 

4．人材育成 

１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：2022年5月

29日東京医科歯科大学鈴木章夫記念講堂において

認定のための講習会を開催し、現地およびオンディ

マンドを合せて数百名の参加があった。認定試験に

は492名の応募があり、2023年1月30日に認定試験を

実施、受験者473名中469名が合格となった。1～6回

合計で資格認定者は2,404名となった。また、第1回

認定者のうち規定を満たした93名について、資格を

更新した。 

 

２）腎臓病療養指導士の地域差是正：「腎臓病療養

指導士のためのCKD指導ガイドブック」を、人口比

で療養士の不足している地域の基幹施設（日本腎臓

学会教育認定施設、J-CKDI幹事施設）の指導者に配

布した。認定のための講習会は現地開催とオンディ

マンドの両方式で行い、利便性に配慮した。今後は、

地域からの受験機会の増加策として、地域における

CBT方式など認定試験の分散開催についても検討す

る。また、地域の実情に見合った支援が必要なこと

から、各都道府県の連携の会の設立と地域における

療養士活動の支援を強化することとした。J-CKDIで

作成中の地域マップに、療養士数の都道府県別年次

推移のデータを掲載し、地域の療養士数の把握が可

能となった。 

 

３）厚労科研要班との連携：多職種連携の多施設共

同研究（全国の24施設、3015名が参加）により、多

職種介入がCKDステージG3～G5において腎機能悪化

を抑制することが明らかとなった（Abe M, Kaname

 S, Clin Exp Nephrol, 2023）。また、この成果を

含めた多職種連携のためのマニュアルを作成した

（「CKDケアのための多職種連携マニュアル」pdf版、

 要 伸也監修、全100ページ）。  

 

４）チーム医療に資する若手医師の育成：腎臓専門

医試験・研修医のための腎臓セミナーを実施し、若
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手医師の育成に携わった。 

 

5．研究の推進：研究開発・国際比較 

(1) AMED,厚労省等の公的研究のCKD関連研究をと

りまとめ、本邦のCKD関連研究の現況と経年変

化が把握できる環境を整備する。 

2008年から2022年までに獲得したAMED、厚労科研、

科学技術振興基金(JST)について、日本腎臓学会の

会員に対してメーリングリストにてアンケートを

行った。 

これまでの獲得数はAMED51件、JST71件、厚労科

研72件であった。総獲得研究資金は93億4669万円、

AMED51億688万円、JST5億8146万円、厚労科研36億

5836万円であった。内訳は病態解明68件、CKD対策

24件、難治性疾患事業22件などであった。 

 

(2) 海外の CKD診療体制、ESRD・腎代替療法（RRT）

の実態の調査を行う。 

 国際腎臓学会による国際的なCKDおよびESKD診療

の状況を把握するためのGlobal Kidney Health At

las の作成に協力した。国際腎臓学会がデータを取

りまとめており、今後その内容の分析を進める。 

 

(3) 疫学調査 

1) CKD患者数の実態調査 

2005年のCKD患者数の調査では特定健診データ、

各地のコホート研究データが用いられている。本調

査においても、上記データを用いて、年次的な推移

などを調査することも検討したが、地域に偏りがあ

ることや、会社の健診データを使用することは個人

情報保護の観点から利用が難しいこともあり、NDB

データを用いた解析を行うこととした。NDBデータ

を用いた解析では全患者データによる解析と部分

抽出データによる解析を並行して行うこととした。 

 全国規模国保組合、全国協会けんぽ、自治体国保

データでのCKD有病割合推定アルゴリズムを設計し

た。 

2) CKD患者数に影響を与える因子の解明 

上記のNDBデータを用いた解析では糖尿病や高血圧

など生活習慣病に関連するデータも抽出し、CKD患

者数に影響を与える因子を解明することとした。 

また、大阪府において、糖尿病、高血圧、脂質異常

症、腎不全の入院外医療費、脳血管疾患、心疾患の

入院医療費、および平均寿命の調査を行ったところ、

図のように地域の差が認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

6．情報発信、広報 
メディカルクオール社に委託し、研究班の合同H

Pを立ち上げた。全都道府県のCKD対策の取り組みは
各県代表者より提出された。年齢・性別別の新規透
析導入患者数は日本透析医学会の年末統計調査よ
り作成した。腎臓専門医数・腎臓病療養指導士数は
日本腎臓学会・日本腎臓病協会よりデータの供与を
受けた。 
HPは2023/02/27に公開された(https://ckd-rese

arch.jp/)。１）普及、啓発、２）診療連携体制構
築、３）診療水準の向上、４）人材育成、５）研究
開発・国際比較の5本柱に加え、47都道府県ごとに
現在のCKD対策の取り組み、腎臓専門医数・腎臓病
療養指導士数・透析導入患者数を視覚的に記載した。
また、CKD啓発動画もHP上から確認可能となった。 
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Ｄ．考察 
令和元年～3年度の、厚生労働省政策研究班「腎疾
患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理およ
び新たな対策の提言に資するエビデンス構築」研究
に引き続き、これらをさらに推し進めることを本研
究の目的としている。 
これまでに全国各都道府県から集約された「普及・
啓発」および「診療連携」の現況を、新規に立ち上
げたホームページへ掲載することで各地でのCKD対
策をこのホームページを通じて共有することが可
能となった。好事例の横展開、また今後さらなる各
地でのCKD対策を推進する上でのプラットホームと
なることが期待される。 
腎臓病療養指導士は年々増加しており、啓発活動
に参加する人数も増えてきている。活躍の場も増え
続ける中で、腎臓病療養指導士による療養指導に対
して診療報酬が付与されること目指し、厚生労働省
と要班と連携して準備を進めていく。現在、各職種
(医師、保健師、栄養士等)との連携による患者指導
が、腎障害の進展を抑制するといったエビデンスが
集積しつつあり、腎臓病療養指導士の重要性は今後
一層高まってくると考えられる。 
また非糖尿病CKDにおける尿中アルブミン測定に
おいても、CKD 診療実態の国際比較のために、保険
収載により測定可能な環境を整える必要がある。エ
ビデンスの集約の他、早期介入による費用対効果の
解析、医療経済モデルの構築が今後の課題となる。 
 
Ｅ．結論 
腎疾患検討会報告書では、今後のCKD対策の全体目
標が設定されている。1）CKDを早期に発見･診断し、
良質で適切な治療を早期から実施・継続することに
より、CKD重症化予防を徹底する。2）同時に、CKD患
者（透析患者及び腎移植患者を含む）のQOLの維持
向上を図る。2028 年までに、年間新規導入患者数
を 35,000 人以下に減少させる（2016 年度、約39
000人）。透析・移植患者のQOLの維持向上も企図さ
れているのが特徴である。 
新型コロナウイルス感染症の蔓延下において、各
分科会の活動は一定の制限を受けてきた。その中で
も継続可能な活動を見出し、新規活動形態を構築し、
今日の腎臓病診療に確実に影響を及ぼし始めてい
る。掲げた目標を達しすることがこの研究班の使命
であり、より良い腎臓病診療、CKD対策の構築を目
指し、腎臓学会、腎臓病協会等と連携して、継続的
にオールジャパン体制で取り組む必要がある。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
（分担研究報告書には記入せずに、総括 
研究報告書にまとめて記入） 
 
Ｇ．研究発表 
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medical visit behavior in individuals under 
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Diabetes Investig. 2023 Mar 24. doi: 
10.1111/jdi.14006. Online ahead of print. 

2） Handa M, Kato S, Sakurai G, Yabe T, 
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腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 
 

分担研究報告書 
 

普及、啓発：普及啓発資材の開発 
 

研究分担者：中川直樹 旭川医科大学・准教授 
研究分担者：内田治仁 岡山大学・教授 
研究分担者：今澤俊之 国立病院機構千葉東病院・統括診療部長 
研究協力者：桒原孝成 熊本大学・准教授 
研究協力者：長洲 一 川崎医科大学・准教授 
 

研究要旨 

 医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に慢性腎臓病（CKD）について普及啓発を行いより多くの人が

腎疾患対策を主体的に実践する体制を構築することを目標とし、対象者（未病の国民、生活習慣病等 CKD リスク

を有する国民）に応じた適切な資材の開発を進めた。 

 

A．研究目的 

 国民、医療者を対象に CKD 早期発見、受診勧奨、

専門医受診に資する資材を作成する。 

 

B. 研究方法 

１）普及啓発資材活用の実態調査                                                    

 全国で使用されている普及啓発資材を調査し、

好事例や課題について抽出し、資材の開発に活用

する。 

 

２）普及啓発資材の開発 

 未病の国民、生活習慣病等 CKD リスクを有する

国民に対し、CKDの重要性の啓発にフォーカスした

平明な内容の普及啓発資材を開発する。 

 

（倫理面への配慮）本事業では個人情報は扱わな

い。 

 

C. 研究結果 

１）普及啓発資材活用の実態調査 

＜小児向け＞ 

 昨年度までの本研究班では、小児慢性腎臓病患

者向けに、ヘルスリテラ

シー向上を目的とした啓

発本「おしっこ（尿）と

腎臓の不思議」を作成し

た。移行期医療プログラ

ムは 12～14 歳で始める

のがよいことから、本書

は小学生高学年から中学

生を読者対象として記述

されている。 

 

 

＜ダウンロード可能 CKD普及啓発用動画＞ 

 昨年度までの本研究班では、様々なカテゴリー

のデジタルサイネージに動画として放映できるよ

うに、さらに 2種類の動画を作成した。CKD啓発動

画シリーズ第 3 話「早期受診で子供たちの腎臓を

守ろう！」と CKD 啓発動画シリーズ第 4 話「もし

ものことがあった場合 臓器提供という選択」で、

これらは NPO法人日本腎臓病協会の HPにアップし、

ダウンロードして利用できるようになっている。

https://ckd-research.jp/download/ 

 

＜YouTubeの活用＞ 

NPO法人日本腎臓病協会では、YouTubeのアカウン

トを作成し、CKD普及啓発動画を公開した。 
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＜既存普及啓発資材の調査＞ 

 

２）普及啓発資材の開発 

 以上の既存資材の情報を整理し、以下のコンセ

プトで開発資材の開発を進めた。 

対象：CKD を知らない、CKD ステージ G1/2、20-40

代の未病の国民 

コンセプト：腎臓（の働き）の認知, CKD の認知 

目指す行動変容：腎臓への関心を持つ/年１回健診

に行く 

提供する情報：腎臓の働き/腎臓の位置・大きさ/ 

健診での指標/腎臓が病気になるとどうなるか/ 

CKDにならない生活習慣、等 

手法：クイズや驚きを与える情報で興味をひく 

「そうなの？」「なるほどね」 

用途：健診時や市民公開講座参加者に配布 
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＜未病の国民向け啓発資材＞ 

    表紙    裏表紙 

 

   中面 

 

D. 考察 

本 WG では、医療従事者、行政機関、患者・家族、

国民全体に慢性腎臓病（CKD）について普及啓発を

行いより多くの人が腎疾患対策を主体的に実践す

る体制構築に資する「啓発資材の決定版」の作成

を目指している。 

 昨年度までの本研究班では、国民を対象とした

CKD（検尿、eGFR測定）啓発資材（チラシ、動画等）

を作成してきた。また全国の啓発イベントで活用

できる CKD 理解の普及を目的としたクイズパネル

や、全国の市民公開講座等で使用する共通の

PowerPoint一式を作成して利用可能としてきた。 

 今年度は CKD 発症抑制を第一優先とし、未病の

国民に対する資材の開発を行った。さらには生活

習慣病等 CKD リスクを有する国民に対する啓発資

材の開発も進めている。 

 当研究班で開発した資材もあわせて、必要に応

じて利活用していくことで、さらなる普及啓発が

進むと期待される。 

 

 

E. 結論 

新型コロナウイルス感染症の蔓延下であったが、

社会経済活動の活性化に伴い、全国各地で感染対

策を徹底しつつ、従来の講演会、市民公開講座な

どの啓発活動の開催数も徐々に回復している。ブ

ロック単位や県単位での実態調査と情報交換を実

施することにより、今後の CKD の普及、啓発を実

践する上での課題を浮き彫りにすることが可能と

なる。今後も感染拡大に注意しながら、様々な場

面で使用可能な普及啓発資材を作成し、さらには

患者会や行政との連携を強化することで、CKDの重

症化予防に繋がることが期待される。 

 

 

G. 研究発表 

1.  論文発表 

1） Nakagawa N, et al. Knowledge of Chronic 
Kidney Disease among the General 

Population: A Questionnaire Survey in 

Hokkaido Prefecture, Japan. J Pers Med. 

12(11):1837, 2022. 

2） Imasawa T, et al. Long-term effectiveness 
of a primary care practice facilitation 

program for chronic kidney disease 

management: an extended follow-up of a 

cluster-randomized FROM-J study. Nephrol 

Dial Transplant. 38(1):158-166, 2023. 

3） Takeuchi H, Uchida HA, et al.The Beneficial 
Effect of Personalized Lifestyle 

Intervention in Chronic Kidney Disease 

Follow-Up Project for National Health 

Insurance Specific Health Checkup: A 

Five-Year Community-Based Cohort Study. 

Medicina (Kaunas). 2022 Oct 

26;58(11):1529. 
4） Uchida HA,Onishi Y, et al. The Effect of 

Medical Cooperation in the CKD Patients: 
10-Year Multicenter Cohort Study. J. Pers.
 Med. 2023, 13, 582. 

5） Imasawa T, Saito C, Kai H, et.al. Long-te
rm effectiveness of a primary care practi
ce facilitation program for chronic kidne
y disease management: an extended follow-
up of a cluster-randomized FROM-J study. 
Nephrol Dial Transplant. 2023 Jan 23;38
(1):158-166. 

6） 今澤俊之、淺沼克彦、寺脇博之、日比野久美子、
入江康文. 千葉県における慢性腎臓病（CKD）
重症化予防対策-CKD対策協力医制度の現状報
告、千葉県医師会雑誌/ 第74巻(2022)6号P256
-260 

 
 2.  学会発表 
1) 今澤俊之. 共同企画10 生活習慣の変容と慢性

腎臓病：社会実装を見据えたデジタルヘルスア

プリの展望（日本腎臓学会）「CKD 診療におけ
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る効果的多職種連携の社会実装化へ向けた課

題」第 42 回医療情報学連合大会/第 23 回日本医

療情報学会(JAMI)学術大会、2022.11.19.（北海

道） 
2) 大西康博、内田治仁、ほか. 岡山市CKDネット

ワーク(OCKD-NET)におけるCKD病診連携11
年後の追跡調査. 第65回日本腎臓学会学術総会、
神戸国際会議場、神戸市、2022年6月10日～12
日 

3) 梅林亮子、内田治仁、ほか. 岡山県各医療圏にお
ける慢性腎臓病の有病率とそのリスク因子の検
討. 第65回日本腎臓学会学術総会、神戸国際会
議場、神戸市、2022年6月10日～12日 

 
 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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別添４                                                   
厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 
 

分担研究報告書 
 

  普及、啓発：地域における普及啓発活動の評価 
 

研究分担者：伊藤孝史 島根大学医学部附属病院 准教授 
研究分担者：福井 亮 東京慈恵会医科大学 講師 

 
研究要旨 
2019年度から年度末に全国アンケート調査を開始した。地域ごとの普及啓発活動（市民公開講座など）の実
施数、認知度の評価を実施、継続し、経年的な変化を評価した。普及啓発活動の方法に関する各地での工夫、
また「3密を避けること」のできる資材の開発によって、2021年度の普及啓発活動は2020年度に比べ増加した。
腎臓病療養指導士の参画も増加しており、今後の活躍が期待される。 
CKDの認知度評価のためのアンケート実施数も増えてはいるが、その数はいまだ少ない。今後その実施方法
の検討が必要である。普及啓発を進める上では、対象に応じたより有効性の高い普及啓発方法を策定する必要
がある。 

 
Ａ．研究目的 
医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に

CKDについて普及啓発を行い、より多くの人が腎
疾患対策を実践する体制を構築することを目標と
する。 
 
Ｂ．研究方法 
地域ごとの普及啓発活動（市民公開講座など）の
実施数、認知度の評価を都道府県、市町村レベル
で実施する。2019 年度から開始した全国の実施状
況の調査を継続し、経年的な変化を評価する。  
普及啓発活動を実施する際には、日本腎臓病協会
（JKA）に後援依頼をするようお願いし、その数
を集計した。また、年度末にアンケート調査（表 1）
を JKA の各都道府県代表、地区幹事に送付した。 
（倫理面への配慮） 
本研究では個人情報は扱わない。 
 
Ｃ．研究結果 
１）JKAに申請のあった普及啓発イベント数は、
2020年度は30件であったが、2021年度は110件と
増加していた。 
２）2020年度、2021年度のアンケート結果（各都
道府県におけるCKDの普及啓発活動の調査）のま
とめを表2に示す。 
2020年度はJKAへの申請アンケート調査の結果
も少なかったが、2021年度には増加している。新
型コロナウイルス感染対策をしっかり講じること
ができるようになったためと考えられる。 
活動の形態としては、講演会形式のものが増加し
ており、webで開催されたものと思われる。また、
使用した媒体としては、新聞、ラジオ、テレビ、行
政広報などが増加し、各地での工夫が伺える。また、
YouTubeなどの動画サイトやデジタルサイネージ
の利用も進んできている。 
腎臓病療養指導士が参加した普及啓発活動数も増
加し、患者会が参加した普及啓発活動数も増加して
いるが、まだ頻度は低い。 
認知度の調査の回数は増えているが、いまだ実施
できていない地域も多い。認知度向上に関してはコ
ロナ禍で十分な活動ができていないという意見が
多かった。 

 
Ｄ．考察 
コロナ対策で普及啓発活動は制限されていたが、

2021年度は各地で工夫されその実施数は増えてい
る。中でも講演会、研修会は大幅に増加しており、
各地でのやる気、関心の高さが見て取れる。 
「3密を避けること」のできる資材としての懸垂幕、
ロールアップバナー、デジタルサイネージなどの動
画資材が使われていたが、対象によって普及啓発の
方法を検討する必要があるという意見もあり、今後
も普及啓発資材のニーズの多様性に対応していく
必要があると思われる。 
腎臓病療養指導士は年々増加しており、啓発活動
に参加する人数も増えてきており、活躍の場は増え
ている。今後も各地で積極的に腎臓病療養指導士と
一緒に普及啓発に取り組んでいけるよう働きかけ
る必要がある。 
患者会が参加した普及啓発活動も増えてはいるも
のの、患者さんたちの全身状態等を考えると、コロ
ナ禍では積極的な参加は難しいと思われる。 
CKD対策を進めていく上で、疾患に対する正しい
知識は重要であるが、認知度調査の実施頻度は依然
として少なく、認知度の向上のためには年代によっ
て普及啓発の資材、方法を検討する必要がある。 
 
Ｅ．結論 
コロナ禍ではあるが、各地で工夫を凝らして積極
的に普及啓発活動が実施されていることがわかっ
た。今後は対象に応じたより有効性の高い普及啓発
方法を策定する必要がある。 
 
Ｇ．研究発表 
 1.  論文発表 
なし 

 
 2.  学会発表 
1) 伊藤孝史：慢性腎臓病（CKD）対策における地

域医療連携体制の現状と課題．第52回日本腎臓
学会西部学術大会 教育講演、2022年11月18日
熊本 

2) 伊藤孝史、柏原直樹：慢性腎臓病（CKD）対策
における地域連携・多職種連携．日本内科学会

17



総会 教育講演、2022年4月17日、京都 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
 1. 特許取得 

 なし 
 2. 実用新案登録 
 なし 
 3.その他 
なし

 

 

表 1 年度末アンケート調査票 

 
 

表 2 2020/2021年度 普及啓発活動アンケート結果比較 
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別添４                                                   
厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 
 

分担研究報告書 
 

   診療連携体制構築：実態調査 
 

研究分担者：伊藤孝史 島根大学医学部附属病院 准教授 
研究分担者：福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 

 
研究要旨 
2019年度から年度末に全国アンケート調査を開始し、各地の診療連携体制構築の実態を調査、把握した。全
国的に診療連携体制構築のための会議体の設置は増加しており、特に二次医療圏と市町村レベルでの診療連携
体制構築が進み、連携制度に関する評価も良くなり、さらに良くしていこうという気持ちが見て取れる。一方
で、連携実績の評価では、その把握が難しく、現在進行中の定点観測のデータが重要になってくる。 
連携の状況には地域差があるため、各地の実情に合わせた対応が必要であり、成功事例を横展開していくこ
とが重要である。 

 
Ａ．研究目的 
医療従事者、行政機関、患者・家族、国民全体に

CKDについて普及啓発を行い、より多くの人が腎
疾患対策を実践する体制を構築することを目標と
する。 
 
Ｂ．研究方法 
腎専門医、かかりつけ医、行政との連携体制構築
を推進する。各地の診療連携体制構築の実態を調
査、把握する。 
2019 年度から開始した全国の実施状況の調査を
継続し、経年的な変化を評価する。  
 年度末にアンケート調査（表 1）を JKA の各都
道府県代表、地区幹事に送付した。 
（倫理面への配慮） 
本研究では個人情報は扱わない。 
 
Ｃ．研究結果 
 2020年度、2021年度診療連携体制構築アンケー
ト結果比較のまとめ（表2）と個別連携制度の詳細
調査結果（表3）を表に示す。 
全国的に診療連携体制構築のための会議体の設置

は増加している。専門医リストの作成は伸びてい
ないが、各地で紹介基準が作成されている。 
エリアでのCKD連携制度も増加しており、特に市

町村で増加が顕著である。連携実績については把
握できていない地域が多く、本アンケートの限界
と思われる。 
行政との連携は良好な地域が多いが、医師会との
連携が難しい地域も見受けられた。 
多職種連携に関しても、看護師、栄養士、薬剤師
と満遍なくできており、その数も増加している。
連携している専門団体であるが、歯科医師会との
連携が伸び悩んでいる。 
個別連携制度の詳細調査では、二次医療圏、市町
村レベルでの増加がみられた。これは郡市区の行
政との連携は増えていることに起因するものと思
われる。連携制度に関する全体的評価では、優れ
ている、評価できる・適切であるが増加している
一方で、やや改善を要するも増加していた。 
 
Ｄ．考察 
各地の診療連携体制構築のための会議体の設置は

進んでいるが、専門医リストは思ったほど作成され
ていなかった。また、紹介基準は多くの地域で作成
はされているが、かかりつけ医への蛋白尿検査の普
及や紹介先の体制整備も重要であることがわかっ
た。 
紹介・逆紹介の連携実態の把握は、本アンケート
調査では限界があると考えられ、現在進行中の定点
観測（旭川、千葉、岡山、熊本）のデータが重要に
なってくると考える。 
行政との連携は良好な所が多いが、医師会との連
携は不十分な地域もあり、その理由を明らかにし、
今後の対応を検討する必要がある。 
多職種（看護師、栄養士、薬剤師）との連携は取
れており、腎臓病療養指導士の活躍の場所はあると
思われ、今後積極的な参入を促していく必要がある。 
連携制度に関する全体的評価は良くなっており、
改善を要するという地域も増えているが、これは各
地で積極的に取り組んでいることの現れだと考え
る。しかし、地域の実情が大きく異なるため、画一
的な診療連携体制構築を進めることは難しく、地域
の実情に応じた活動が重要だと思われた。 
今後も継続してアンケート調査を行い、それらの
結果を共有し、成功事例の横展開を進めていく。 
 
Ｅ．結論 
全国各地で二次医療圏と市町村レベルでの診療連
携体制構築が進み、連携制度に関する評価も良くな
り、さらに良くしていこうという気持ちが見て取れ
る。しかし、連携の状況には地域差があるため、各
地の実情に合わせた対応が必要であり、成功事例を
横展開していくことが重要である。 
 
 
Ｇ．研究発表 
1.  論文発表 
 なし 
 
2.  学会発表 
1) 伊藤孝史、柏原直樹：慢性腎臓病（CKD）対策

における地域連携・多職種連携．日本内科学会
総会 教育講演、2022年4月17日 京都 

2) 伊藤孝史：慢性腎臓病（CKD）対策における地
域医療連携体制の現状と課題．第52回日本腎臓
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学会西部学術大会 教育講演、2022年11月18日
熊本 

 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
  （予定を含む。） 
1. 特許取得 

  
 
 
 
 
 

なし 
2. 実用新案登録 
 なし 
3.その他 
なし 

 
 
  
 

  

表 1 年度末アンケート調査票 

 
 
表 2 2020/2021年度診療連携体制構築アンケート結果比較 
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表 3 個別連携制度の詳細調査 
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別添４                                                   
厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 
分担研究報告書 

 

診療連携体制構築：好事例共有・横展開 

 

研究分担者 和田 淳  岡山大学学術研究院医歯薬学域 教授 

向山政志  熊本大学大学院生命科学研究部 腎臓内科学 教授 

山縣邦弘  筑波大学医学医療系腎臓内科学 教授 

古波蔵健太郎 琉球大学病院血液浄化療法部 准教授・部長 

森下義幸  自治医科大学総合医学第 1講座（腎臓内科） 教授 

上條祐司  信州大学腎臓内科 診療教授 

 

 

A. 研究目的 

慢性腎臓病（CKD）は成人の 8人に 1人が罹患し

ていると推定され 21 世紀の国民病と言われてい

る。CKD は末期腎不全の強力な危険因子であるの

みならず、生命を脅かす脳心血管疾患の危険因子

であることから、CKD 対策は国民の生命を守る観

点で重要な意義がある。 

平成 20 年に厚生労働省から腎疾患対策検討会

報告書が発出されて以後の 10年間を振り返り、腎

疾患対策の更なる推進を目指して、今後 10年間の

方針を定めた新しい腎疾患対策検討会報告書が平

成 30年に発出された。この中では「自覚症状に乏

しい CKDを早期に発見･診断し、良質で適切な治療

を早期から実施・継続することにより、CKD 重症

化予防を徹底するとともに CKD 患者（透析患者及

び腎移植患者を含む）の QOLの維持向上を図る」

ことを目標として、「普及啓発」、「地域における医

療提供体制の整備」、「診療水準の向上」、「人材育

成」、「研究開発の推進」という 5本柱ごとに今後

実施すべき取組等が整理されている。 

本 WGにおける研究の目的は、この 5本柱の中で

も特に「普及啓発」、「地域における医療提供体制

の整備」における好事例の共有を目的とし、また

これらの好事例を横展開することで地域格差を是

正し、診療レベルの均てん化を図る第一歩とする

ことを目的とした。 

 

B. 研究方法 

先駆的に取り組んでいる地域での好事例を共有

し、かつこれから取り組みを進めていく地域への

よい手本としていつでも活用できる体制を整える

ため、厚生労働科学研究費補助金（腎疾患政策研

究事業）腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎

臓病 (CKD)対策の推進に資する研究班（代表・岡

研究要旨 平成 30 年 7 月に厚生労働省から発出された腎疾患対策検討会報告書に基づき、今後の腎疾患対

策の更なる推進のための対策 5 本柱を中心に、腎疾患対策が進められてきた。普及啓発や地域における医

療提供体制の整備が各地で取り組まれてきた。取り組みの進捗状況は地域ごとに異なっている現状を鑑み、

本 WG において今年度は腎疾患対策が進んでいる地域を好事例としてその共有と、全国への横展開を図るこ

とを目的とした。J-CKDI における全都道府県別の普及啓発および診療連携に関する現状をとりまとめ、ホ

ームページに掲載した。 
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田浩一）と強力に協働し、第 1回目および第 2回

目の 2班合同会議、および当 WG独自の分科会を開

催し研究方法について検討した。 

そこで、日本腎臓病協会（JKA）の中にある

J-CKDI の全国各都道府県代表や各ブロック代表

に依頼し、各都道府県での「普及啓発」および「診

療連携体制」の現状あるいは今後の構想について

のスライド作成を依頼した。また集めた紹介スラ

イドを 2班合同 Webホームページに掲載し、あら

ゆる人が全都道府県の取り組みについて情報を得

ることができるようにした。 

 

(倫理面への配慮) 

本研究は多施設共同ではあるものの患者さんに

直接関係する情報を集めるものではない。各都道

府県での CKD対策の進捗状況をまとめる際に個人

情報に十分配慮したスライド作成を依頼した。 

 

C. 研究結果 

 全 47都道府県から、「普及啓発」および「診療

連携」に対する取り組みのスライド作成を依頼し

たところ、全都道府県（北海道は北と南あり、福

岡県は複数あり）が上記 2つに対する個別のスラ

イドを作成した。それらのスライドを 2班合同ホ

ームページ（https://ckd-research.jp/）にとり

まとめて掲載した。 

 

（図１） 

 

 

具体的には上記ホームページの「研究開発の推進」

（図１）をクリックする。次に「全国の取り組み・

年次推移」の項をクリックすると全国地図（図２）

が表示される。ここで閲覧を希望する都道府県を

クリックすることで知りたい都道府県の情報へア

クセスできるようになっている。 

 

（図２） 

 

 

例えば岡山県をクリックすると図３のような形で、

岡山県の普及啓発の取り組みと認知度に関するス

ライドや、診療連携体制構築の取り組みに関する

スライドをいつでもどこからでもダウンロードで

きるようになっている 

 

（図３） 

 

 

残るすべての都道府県の CKD対策の現状も同様の

形で閲覧することができることとなった。 

 

D. 考察 

 今年度の研究を行うにあたり、大変スムーズに

全ての都道府県から現状に関する情報を得ること

ができたのだが、その過程でいくつか重要な点が

あった。 

好事例を共有し横展開を図るうえで、当研究班

の分科会でホームページに掲載する内容、各都道

府県別スライドの作成方法、スライド作成依頼方

法、などにつき事前に分科会メンバーと入念に打

ち合わせした。 

 内容については、各都道府県で CKD対策の進捗
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状況が異なっていることを踏まえて、それぞれの

県における対策のこれまで、現状、あるいはこれ

から取り組もうと思っている計画のいずれでもよ

いこととした。スライド作成の方法については、

できるだけ文章は簡潔に、図やイラストを多用し、

スライド枚数も 2枚から数枚程度とした。作成依

頼の際には、J-CKDI都道府県代表へ依頼する形と

した。ひな形の PPTスライドを全都道府県代表へ

提供し代表的な作成手順を掲載した作成したもの

のデザインについては自由度の高い形とした。こ

のような形をとることで、作成者にとっては負担

の少ない、そして情報を知りたい閲覧者にとって

は見やすい資料が作成できたと考えられた。実際、

全都道府県のスライドは依頼後 1か月以内におお

よそ全部の提出がなされた。さらにこのホームペ

ージを行政や各医師会、看護師や薬剤師、管理栄

養士などの医療スタッフへ紹介したところ、すぐ

にアクセスして大変参考になった、という声も複

数から聞かれた。 

 

E. 結論 

日本全国各都道府県における「普及啓発」およ

び「診療連携」の現況をホームページに掲載する

ことができた。このことであらゆる人がこれらの

情報を共有でき、各都道府県における今後の CKD

対策の大いなる参考となり、かつ、発展につなが

ることが期待される。 

 

F. 健康危険情報 

該当なし 
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H. 知的財産権の出願・登録 

１．特許取得 

国内特許登録：特許第 7166659号 急性腎障害の検

査方法、急性腎障害の検査用キット、動物治療法、

及び急性腎障害用医薬  登録日2022年10月28

日. PCT(欧州 3各国、中国)各国移行中。 

 

2. 国内特許登録：特許第 7120663号 糖尿病性腎

臓病を診断することを補助する方法、糖尿病性腎

臓病の検査用キット、動物治療法、及び糖尿病性

腎臓病応用薬 登録日 2022年 8月 8日. 
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別添４                                        
厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエ

ビデンス構築 
 

分担研究報告書 
 

診療連携体制構築：健診結果に基づく保健指導、受診勧奨の推進 

 

研究分担者 旭 浩一 岩手医科大学医学部・教授 

 

研究要旨：健診結果に基づく保健指導、受診勧奨による生活習慣病対策、CKD 早期発見・

早期治療を推進するために、「厚生労働省：標準的な健診・保健指導プログラム【平成

30 年度版】」に示された、健診・検診受診者に対する CKD関連の保健指導および受診勧

奨等のフィードバックの実態調査を計画し、対象、項目等の検討を行なった。 

A. 研究目的 

行政、保健師と連携し、健診結果に基づ

く保健指導、受診勧奨による生活習慣病

対策、CKD早期発見・早期治療を推進する。

その際、CKD普及・啓発の資料や紹介基準

も活用する。 

 

B. 研究方法 

健診結果に基づく保健指導、受診勧奨に

よる生活習慣病対策、CKD早期発見・早期

治療を推進するため、保健活動の現場に

おける「厚生労働省：標準的な健診・保

健指導プログラム【平成 30 年度版】」に

示された、健診・検診の結果に基づく受

診者に対する保健指導および受診勧奨等

のフィードバックの実態の把握が必要と

考えられ、調査対象、項目を検討する。 

 

C. 研究結果 

各保険者（国民健康保険、各種被用者保

険）における特定健診・各種検診におけ

る腎臓関連検査の実施状況、検査結果に

基づく保健指導および受診勧奨等のフィ

ードバックの実態（実施状況，基準運用）、

現況の背景となる地域の実情について下

記の通り調査計画を立案した。 

 

調査計画（案） 

調査対象：都道府県の国保連合会、協会

けんぽ都道府県支部、岩手県、山形県、

茨城県、東京都、大阪府、奈良県、島根

県、長崎県での調査を想定。（日本腎臓学

会腎臓健診対策小委員会と連携） 

調査項目：1)特定健診での血清クレアチ

ニン（eGFR）測定の有無、2)尿蛋白また

は血清クレアチン（eGFR）以外（尿中ア

ルブミン定量等）の腎臓病関連の検査の

実施の有無、3)尿蛋白または血清クレア

チン（eGFR）に関するフィードバックの

有無と内容（受診勧奨、保健指導（口頭）、

情報提供（印刷物など））、4）フィードバ

ックの基準（フィードバック文例集に準

拠、独自の基準）、5)受診勧奨にあたって

の医師会や医療機関等との連携（医療機

関リストの作成や、連携協定等）の有無、

6）フィードバック対象者の経年的なフォ

ローアップの有無等とすることを想定。 

 

D. 考察 

日本腎臓学会腎健診対策小委員会から
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発出された「腎健診受診者に対する保健

指導，医療機関紹介基準に関する提言（日

腎会誌 2017; 59(2): 38‒ 42.）」は、平成

30 年度からの第 3 期特定健診における血

清 Cr の位置付け、「厚生労働省：標準的

な健診・保健指導プログラム【平成 30年

度版】」、専門医紹介基準の改訂に反映さ

れた。一方、保険者における「糖尿病性

腎症重症化予防プログラム」の実施にあ

たり、血清 Cr検査は事実上、特定健診時

の必須検査項目となっていると考えられ

る。   

健診受診者のうち保健指導（生活指導）

は CKD G3aA1 または G1-3aA2 相当、受診

勧奨は CKD G3bまたは A3相当以上が対象

となると見做されるが、提言発出後の各

種健診・検診における腎臓関連検査項目

や、CKD に関連する保健指導の実施や医療

機関紹介基準遵守率などの実態は明らか

でない。 

実態調査の結果より、生活習慣病対策お

よび CKD 早期発見・早期治療の推進に資

する今後の保健指導・受診勧奨のあり方

の検討が可能となると考えられる。 

 

E. 結論 

健診・検診の結果に基づく受診者に対す

る保健指導および受診勧奨等のフィード

バックの実態把握のための調査実施のた

め対象・項目を検討した。 

 

G. 研究発表 

1. 論文発表 

なし。 

2. 学会発表 

なし。 

 

H. 知的財産権の出願・登録状況 

1. 特許取得 

なし。 

2. 実用新案登録 

なし。 

3. その他 

なし。 
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腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエ

ビデンス構築 
 

分担研究報告書 
 

診療水準向上：移行期医療（トランジション） 

成人期に達した小児期発症慢性腎疾患患者の成人医療への移行（Transition）

に関する実態把握のための調査研究 

 

研究分担者 石倉健司 北里大学医学部小児科学 教授 

服部元史 東京女子医科大学腎臓小児科 教授 

研究協力者 伊藤孝史 帝京大学ちば総合医療センター第三内科（腎臓内科） 教授 

三浦健一郎 東京女子医科大学腎臓小児科 准教授 

寺野千香子 あいち小児保健医療総合センター腎臓科 医員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

研究要旨 

【研究目的】 

移行医療に関わる施設・診療科に対して，後方視的に小児期発症慢性腎疾患患者の成人

医療への移行（Transition）の実態を明らかにし，その結果を 2014年度に実施した研究

結果と比較して移行医療の認知/体制の整備の変化を明らかにすることを目的とする． 

【研究方法】 

2014 年の研究結果について改めて分析を行い，調査の方針として 2014年の調査項目を踏

襲しつつ，移行を妨げる要因を先行研究から分析・抽出し，項目に加えることを決定し，

計画書および調査票の作成を行った．調査票は施設調査票と，個別の症例調査票として

小児科医・小児腎臓内科医用の調査票 2 種類，成人診療科医師用の調査票 2 種類の計 4

種類を対象患者に合わせて用いる． 

【結果】 

調査票は 2014年度の調査票項目に加え，新たに転科の妨げとなりえる基礎疾患や病態に

ついて（例：他診療科への定期通院の有無，各種医療機器の使用の有無，知的障害の有

無）や，転科時に移行プログラムや移行支援ツールの使用，成人診療科との連携につい

ての項目を追加して作成した． 

【考察】 

移行を妨げる要因として新しい医療システムや病院への不安，成人診療医との連携不足，

移行支援開始時期の遅れやサポート不足，スタッフの不足・施設のサポート不足，患者

の病状や知的障害，両親の社会経済状況などが報告されている．今回の調査ではこれら

の要因を明らかにできるよう，結果の通り医療者側の問題，患者側の問題双方を明らか

にできるよう項目の追加を行った．これらの項目の結果が明らかにできれば既報の移行

を妨げる要因が真に問題であるのか，また本邦の医療体制の中での問題点を明らかにで

きると考えている． 

【結論】 

2014年の研究ならびに先行研究を分析し，研究計画を作成し，調査票を完成させた．2023
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A.研究目的 

2014年に「成人期に達した小児期発症慢性腎疾

患患者の成人医療への移行に関する実態把握の

ための調査研究」が行われ，208施設 3138症例

の回答が得られた．その結果 2014年時点では移

行プログラム，移行コーディネーターの病院内

設置など体制面での整備が十分ではないこと，

調査時点で 25 歳以上の症例の 43.3％が小児科

で加療を継続されていることが明らかとなった．

現在まで学会や公的研究班が中心となり，移行

医療の必要性・重要性の啓発が行われ，徐々に

移行医療について認識が広がってきていると考

えられるが，その現状は明らかではない．2014

年から移行医療について認知と体制整備が進ん

だことが期待され，今回改めて各施設の現状を

調査すること，2014年の研究結果と比較を行い

ながら現在の「移行医療」の現状を明らかにす

るとともに，転科を妨げる要因を検討すること

で，今後円滑な移行医療を進めるための提言作

成を目的として研究を実施した． 

 

B.研究方法 

2014 年の研究結果について改めて分析を行い，

2014年の調査項目を踏襲しつつ，移行を妨げる

要因を先行研究から分析・抽出し，項目に加え

ることを調査方針として決定し，研究計画書お

よび調査票の作成を行った．また対象施設，対

象患者を以下の通りとした． 

 

対象施設 

1） 日本腎臓学会評議員が在籍している施設・診

療科 

2） 日本小児腎臓病学会代議員が在籍している施

設・診療科 

上記のうち 2014 年度研究に協力が得られた施

設・診療科を対象施設とする．（成人 61施設，

小児 54施設予定） 

 

対象患者 

1）小児の調査対象施設・診療科でフォローされ

ている小児期発症慢性腎疾患患者で，以下の①，

②のいずれかに該当するもの 

① 2021 年 1月 1日から 2022年 12月 31日まで

の間に，小児科医・小児腎臓内科医が成人医

療施設へ紹介した全小児期発症慢性腎疾患患

者 

② 2022年 12月 31日時点で，小児科医・小児腎

臓内科医がフォローしている 18 歳以上の小

児期発症慢性腎疾患患者 

2）成人の調査対象施設・診療科でフォローされ

ている小児期発症慢性腎疾患患者で，以下の①，

②のいずれかに該当するもの 

① 2020 年 1月 1日から 2022年 12月 31日の間

に小児科医・小児腎臓内科医または小児泌尿

器科医から紹介を受けて腎臓内科医がフォロ

ーしている 18 歳以上の小児期発症慢性腎疾

患患者 

② 2020年 1月 1日から 2022年 12月 31日の間

に小児科医・小児腎臓内科医または小児泌尿

器科医からの紹介なくフォローしている 18

歳以上の小児期発症慢性腎疾患患者 

 

調査票 

調査票は施設調査票と，個別の症例調査票とし

て小児科医・小児腎臓内科医用の調査票 2種類，

成人診療科医師用の調査票 2種類の計 4種類を

対象患者に合わせて用いる．調査内容は 2014

年度研究で使用した調査票を基本とし，移行を

妨げる要因を明らかにすることを目的に項目を

追加して作成した． 

 

調査手順 

倫理委員会承認後に上記調査対象施設（日本腎

臓学会評議員，日本小児腎臓病学会代議員が在

籍する施設・診療科で，2014年度調査に協力が

得られた施設）に対して調査票を送付し，一定

期間内に対象施設から返送を頂く．データを記

入した調査票は，返信用レターパックにいれ，

データセンターへ郵送される．データセンター

は受領した調査票をデータベース化し，集計を

実施する． 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は侵襲を伴わない，かつ介入を行わず，

研究に用いられる情報は匿名かされていること

から，「人を対象とする医学研究に関する倫理指

針」では個々の研究対象者からインフォーム

ド・コンセントを受けることを要しておらず，

本研究においては行わない． 

本研究の実施内容に関して，該当施設でポスタ

ーの掲示を行い公開する． 

研究協力者が所属し，事務局であるあいち小児

保健医療総合センターでは本研究計画書の倫理

審査を行う．ただし研究参加施設における倫理

指針については，既存情報の提供を行うのみで

それ以外には研究に直接関与しない場合には必

ずしも倫理審査は要さないと判断されるため，

施設ごとの判断に従うものとする． 

研究対象者の氏名，イニシャル，カルテ IDは収

集しない．各施設では，番号などを用いて対応
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表を作成し，各施設の規定に従って対応表を適

切に管理し，外部への提供は行わない．今回収

集する情報は，各実施施設において適切に対応

表管理され，匿名化された情報であり，調査票

送付先となるデータセンターは各実施施設のカ

ルテ情報にアクセスすることはできず，第三者

が直接患者を識別できる情報は入手できない． 

被験者の個人情報の扱いについては，十分に注

意を行い，論文投稿や学会発表等では個人情報

が特定されないようにする． 

 

C.研究結果 

方法に記載した通り，2014年の研究と先行研究

を踏まえて，移行 WGのメンバーで推敲を加え研

究計画書と調査票の作成を行った．研究計画書

は添付資料を参照（別紙 1）．調査票は以下のよ

うな項目を立案しており，詳細については同様

に添付資料を参照されたい（別紙 2～6）．  

 

施設調査票 

① 施設種別 

② 移行プログラムの有無 

③ 移行プログラムに対応するメディカルスタッ

フの有無 

④ 移行コーディネーターの有無 

⑤ 移行支援ツール使用の有無 

 

症例調査票 

・全調査票に共通した設問：患者の基本情報と

最終受診時についての項目 

① 生年月・性別 

② 慢性腎疾患の疾患名 

③ 慢性腎疾患の発症（発見）年月 

④ 最終学歴 

⑤ 就職状況 

⑥ 最終受診時の状況 

 

・転科/未転科である場合の転科時（現在）の状

況についての項目 

① 転科時年月 

② 転科理由 

③ 未転科である理由 

④ 転科先/元（予定）の医療機関・診療科 

 

2014年の調査票に新たに追加した項目 

・転科の妨げとなりえる基礎疾患や病態につい

て 

① 他診療科への定期通院の有無 

② 各種機器の使用 

③ 常用薬の有無 

④ 知的障害の有無 

⑤ 先天奇形症候群の有無 

 

・転科時に移行プログラムや移行支援ツールの

使用，成人診療科との連携についての項目 

① 移行する患者に対するメディカルスタッフ

（医師を除く）の関与の有無 

② 移行支援ツールの使用の有無 

③ 小児診療科医師と成人診療科医師の情報共有

の有無 

④ 小児診療科と成人診療科の併診の有無 

 

D.考察 

小児期発症の慢性疾患患者に対する治療成績の

向上に伴い，慢性疾患患者の長期生存が可能と

なり，成人年齢となっても継続した医療が必要

となる症例が増加している．本邦において腎臓

領域では 2011年に「小児期慢性腎臓病患者の移

行医療についての提言」が出され，移行医療の

必要性が提言されたが，十分に浸透していない

現状であった． 

2014年に「成人期に達した小児期発症慢性腎疾

患患者の成人医療への移行に関する実態把握の

ための調査研究」が行われ，208施設 3138症例

の回答が得られた．結果 2014年時点で移行プロ

グラムを有していた施設は小児施設で 4/101施

設（4.0％），成人施設では 0/103（０％）施設

であり，移行コーディネーターがいると回答し

た施設は小児施設 3/101施設（3.0%），成人施設

で 1/101施設（0.9％）と病院内の体制面の整備

が十分ではないことが明らかとなった．また調

査時点で 25 歳以上の症例の 43.3％が小児科で

加療を継続されており，34.5％が 25歳以降で成

人科へ転科していることが改めて明らかにされ

た． 

その後腎臓領域では「移行医療についての提言」

「思春期・青年期の患者のための CKD診療ガイ

ド」「腎疾患の移行期医療支援ガイド」などが発

表され，移行医療が医療者に徐々に浸透しその

認知度が上昇していることが予想されたが，医

療，心理社会，教育，雇用などの長期的なアウ

トカムに対する移行プログラムの効果を評価す

る更なる研究が必要であると考えられた．これ

らのことから現在までの取り組みを評価するこ

とも目的に本研究を立案した． 

現在までに成人診療への移行を妨げる要因とし

て複数の要因が報告されている．Grayらが 2018

年に成人医療への移行の障壁について分析する

ため計76論文を分析しSystematic reviewを行

ったものが最大のものである．それらの結果１.
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新しい医療システムや病院への不安：患者・家

族の不安，成人医療への信頼不足，2.転科困難：

成人医療医の小児期発症の先天性疾患に対する

経験の不足，成人診療医との連携不足，3.不十

分な計画：移行支援開始時期の遅れやサポート

不足，スタッフの不足・施設のサポート不足，

患者の認識不足，4.患者の病状や知的障害，両

親の社会経済状況などが報告されている．今回

の調査では 2014 年の調査項目である転科時年

齢，転科・未転科の理由の調査に加えて，上記

の移行を妨げる要因を明らかにするため，小児

医療施設と成人医療施設の転科前の連携の有無，

転科に向けどの程度メディカルスタッフが関与

し，移行プログラムや移行支援ツールの使用が

なされていたのかといった医療者側の問題と，

転科の原因となった疾患の他にどのような合併

症を抱えていたのか明らかにすることを目的と

して，他の診療科の受診歴や内服歴，各種医療

機器の使用状況，知的障害・先天奇形症候群の

有無について聴取する項目を新たに追加した．

これらの項目の結果が明らかにできれば既報の

移行を妨げる要因が真に問題であるのか，また

本邦の医療体制の中での問題点を明らかにでき

ると考えている．転科を妨げる要因について明

らかにすることで，今後円滑な移行を進めるた

めにどのような介入を行っていくことが効果的

であるのか明らかにし，円滑な移行医療を進め

るための提言作成を行っていく． 

 

E.結論 

2014年の研究ならびに先行研究を分析し，研究

計画を作成し，調査票を完成させた．倫理委員

会承認後に調査対象施設に対して調査票を送付

予定であり，2023年 5月に調査を実施する予定

である． 
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研究計画書 

作成日 西暦 2023 年 2 月 9 日 

1. 研究の名称

・名称 成人期に達した小児期発症慢性腎疾患患者の成人医療への移行（Transition）に関す

る実態把握のための調査研究 

・概要

2014 年に「成人期に達した小児期発症慢性腎疾患患者の成人医療への移行に関する実態把握

のための調査研究」が行われた。208 施設 3138 症例の回答が得られ、結果 2014 年時点で移

行プログラム、移行コーディネーターの病院内設置など体制面での整備が十分ではないこと、

調査時点で 25 歳以上の症例の 43.3％が小児科で加療を継続されていることが明らかとなっ

た。2014 年度から移行医療について認知と体制整備が進んだことが期待され、今回改めて各

施設の現状を調査するため、2014 年度に回答が得られた施設を対象に調査票による調査を実

施する。 

2. 研究の実施体制

・研究責任者 所属北里大学医学部小児科学 教授 石倉健司

・共同研究者 所属あいち小児保健医療総合センター腎臓科 医員 寺野千香子

・共同研究者 所属川崎医科大学腎臓・高血圧内科学 教授 柏原直樹

・共同研究者 所属帝京大学ちば総合医療センター第三内科（腎臓内科） 教授 伊藤孝史

・共同研究者 所属東京女子医科大学腎臓小児科 教授 服部元史

・共同研究者 所属東京女子医科大学腎臓小児科 准教授 三浦健一郎

研究機関（事務局）の連絡先 

・ 名称 あいち小児保健医療総合センター 腎臓科

・ 担当者 寺野千香子

・ 住所 愛知県大府市森岡町 7-426

・ 電話 0562-43-0500

・ FAX 0562-43-0513

・ E-mail chikatrex@yahoo.co.jp 

データセンター 

（株）山手情報処理センター 

〒114-0015 東京都北区中里 2-18-5 

TEL：03-3949-4521 

3. 研究の目的及び意義

【別紙1】
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・目的 移行医療に関わる施設・診療科に対して、後方視的に小児期発症慢性腎疾患患者の

成人医療への移行（Transition）の実態を明らかにすること。またその結果を 2014 年度に実

施した研究結果と比較し、移行医療の認知/体制の整備の変化を明らかにする。 

・意義（医学上の利益又は貢献度の予測）

小児期発症の慢性疾患患者に対する治療成績の向上に伴い、慢性疾患患者の長期生存が可能

となり、成人年齢となっても継続した医療が必要となる症例が増加している。本邦において

腎臓領域では 2011 年にから「小児期慢性腎臓病患者の移行医療についての提言」が出され、

移行医療の必要性が提言されたが、十分に浸透していない現状であった。2014 年度研究はそ

の実態を反映する結果であり、移行プログラムや移行コーディネーターといった体制面での

設備も十分に整っているとはいえず、多くの 20 歳以上の患者が小児診療科で管理が継続され

ている現状が明らかになった。その後学会や公的研究班が中心となり、移行医療の必要性・

重要性の啓発が行われ、徐々に広く認識されてきていると考えられるが、その現状は明らか

ではない。さらに医療、心理社会、教育、雇用などの長期的なアウトカムに対する移行プロ

グラムの効果を評価する更なる研究が必要であると考えられる。2014 年度研究結果と比較を

行いながら現在の「移行医療」の現状を明らかにするとともに、転科を妨げる要因を検討す

ることで、今後円滑な移行医療を進めるための提言作成を目的としている。移行医療は医療

の進歩に伴い、我々が取り組むべき医療全体の普遍的問題であり、本研究の貢献度は高く、

非常に重要な研究であると考える。 

・科学的合理性の根拠

2014 年度に実施した先行研究では全国 208 施設から 3138 症例の調査票の回答があり、転科

症例、未転科症例の転科の契機や未転科の理由などを明らかにした。一方で移行プログラム

や移行コーディネーターといった体制面での設備が十分ではないことも明らかにでき、本調

査票に転科を妨げる要因をより具体的に調査する項目を加えることでより円滑に移行医療を

進めることに寄与できると考える。また思春期・青年期の患者により良い医療を提供できる

ことを目的とした重要な研究である。 

4. 研究対象者の選定方針

4.1 調査対象施設 

1） 日本腎臓学会評議員が在籍している施設・診療科

2） 日本小児腎臓病学会代議員が在籍している施設・診療科

上記のうち 2014 年度研究に協力が得られた施設・診療科を対象とする 

4.2 調査対象 

1）調査対象施設・診療科でフォローされている小児期発症慢性腎疾患患者で、以下の①、②

のいずれかに該当するもの 

① 2021 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日までの間に、小児科医・小児腎臓内科医が成人

医療施設へ紹介した全小児期発症慢性腎疾患患者
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② 2022 年 12 月 31 日時点で、小児科医・小児腎臓内科医がフォローしている 18 歳以上の

小児期発症慢性腎疾患患者

2）調査対象施設・診療科でフォローされている小児期発症慢性腎疾患患者で、以下の①、②

のいずれかに該当するもの 

① 2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日の間に小児科医・小児腎臓内科医または小児泌

尿器科医から紹介を受けて腎臓内科医がフォローしている 18 歳以上の小児期発症慢性腎

疾患患者

② 2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日の間に小児科医・小児腎臓内科医または小児泌

尿器科医からの紹介なくフォローしている 18 歳以上の小児期発症慢性腎疾患患者

4.3 除外基準 

患者から参加を望まないと希望があった症例 

4.4 目標症例数 

2000 例 

5. 研究の方法及び期間

5.1 研究期間 倫理委員会承認から 2028 年 3 月 31 日まで 

5.2 研究デザイン 

多施設共同調査研究、retrospective cohort study 

5.3 調査方法 

2023 年 4 月に調査対象施設（日本腎臓学会評議員、日本小児腎臓病学会代議員が在籍する施

設・診療科で、2014 年度調査に協力が得られた施設）に対して調査票を送付する。データセ

ンターは受領した調査票をデータベース化し、集計を実施する

5.4 調査項目（詳細は調査票参照） 

調査票は施設調査票と、個別の症例調査票として小児科医・小児腎臓内科医用の調査票 2 種

類、成人診療科医師用の調査票 2 種類の計 4 種類を対象患者に合わせて用いる 

既存のカルテ内容を用いて情報収集を行い、新たな情報を取得する予定はない 

施設調査票 

① 施設種別

② 移行プログラムの有無

③ 移行プログラムに対応するメディカルスタッフの有無

④ 移行コーディネーターの有無

⑤ 移行支援ツール使用の有無

症例調査票 
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1）2021 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日までの間に、調査対象施設・診療科の小児科医・

小児腎臓病内科医が、成人医療施設へ紹介した全小児期発症慢性腎疾患患者（小児期発症慢

性腎疾患転科済み患者）の情報【症例調査票①：転科済み患者用】 

① 生年月・性別

② 慢性腎疾患の疾患名

③ 慢性腎疾患の発症（発見）年月

④ 転科時年月

⑤ 紹介（転科）先の医療機関・診療科

⑥ 移行する患者に対するメディカルスタッフ（医師を除く）の関与の有無

⑦ 移行支援ツールの使用の有無

⑧ 成人診療科医師との情報共有の有無

⑨ 成人診療科との併診の有無

⑩ 学歴

⑪ 就職状況

⑫ 最終受診時の状況

⑬ 管理状況

他診療科への定期通院の有無 

各種機器の使用 

常用薬の有無 

知的障害の有無 

先天奇形症候群の有無 

2）2021 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日までの間に、調査対象施設・診療科の小児科医・

小児腎臓病内科医が、フォローしている 18 歳以上の小児期発症慢性腎疾患患者（小児期発症

慢性腎疾患未転科患者）の情報【症例調査票②：未転科患者用】 

① 生年月・性別

② 慢性腎疾患の疾患名

③ 慢性腎疾患の発症（発見）時年月

④ 未転科である理由

⑤ 紹介（転科）予定医療機関・診療科

⑥ 紹介に向けたメディカルスタッフ（医師を除く）の関与の有無

⑦ 移行支援ツールの使用の有無

⑧ 学歴

⑨ 就職状況

⑩ 最終受診時の状況

⑪ 管理状況

他診療科への定期通院の有無 

各種機器の使用 

常用薬の有無 

知的障害の有無 
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先天奇形症候群の有無 

3）2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日の間に小児科医・小児腎臓内科医または小児泌

尿器科医から紹介を受けて、調査対象施設・診療科の腎臓内科医がフォローしている 18 歳以

上の小児期発症慢性腎疾患患者（小児期発症慢性腎疾患移行患者）【症例調査票③：予定転科

患者用】 

① 生年月・性別

② 慢性腎疾患の疾患名

③ 慢性腎疾患の発症（発見）年月

④ 紹介（転科）時年月

⑤ 紹介（転科）元の医療機関・診療科

⑥ 転科した患者に対するメディカルスタッフ（医師を除く）の関与の有無

⑦ 小児診療科医師との情報共有の有無

⑧ 小児診療科との併診の有無

⑨ 学歴

⑩ 就職状況

⑪ 最終受診時の状況

⑫ 管理状況

他診療科への定期通院の有無 

各種機器の使用 

常用薬の有無 

知的障害の有無 

先天奇形症候群の有無 

4）2020 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日の間に小児科医・小児腎臓内科医または小児泌

尿器科医からの紹介なく、調査対象施設・診療科の腎臓内科医がフォローしている 18 歳以上

の小児期発症慢性腎疾患患者【症例調査票④：予定外転科患者用】 

① 生年月・性別

② 慢性腎疾患の疾患名

③ 慢性腎疾患の発症（発見）年月

④ 成人診療科初診時年齢・受診理由

⑤ 受診前の小児診療科とその受診状況・受診科

⑥ 学歴

⑦ 就職状況

⑧ 最終受診時の状況

⑨ 管理状況

他診療科への定期通院の有無 

各種機器の使用 

常用薬の有無 
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知的障害の有無 

先天奇形症候群の有無 

5.5 統計解析 

・調査票を回収し、2021 年 1 月 1 日から 2022 年 12 月 31 日までの間の小児期発症慢性腎疾

患移行患者数、2022 年 12 月 31 日時点での 18 歳以上の小児期発症慢性腎疾患未転科患者数

を集計する。 

・全対象症例の年齢分分布、転科時年齢を記述する。慢性腎疾患の原疾患、就学就労状況、最

終受診時の状況として他診療科への定期通院の有無、医療的ケアの有無、常用薬の有無等グ

ループ別の記述を行う。

・各グループで転科と強く関連する要因等の探索を行う。

6. インフォームド・コンセントを受ける手続等

研究対象者又は代諾者から取得するインフォームド・コンセントの方法 

□ 文書によるインフォームド・コンセント（説明同意書 様式 3-1 添付）

□ 口頭・記録

□ 適切な同意（アンケート用紙に概要を記載し、確認欄にチェックする）

■ 研究情報を公開して、参加を望まない者は申し出る機会を与える（オプトアウト）

→研究情報公開フォーム（様式 5-1 又は様式 5-2）を添付します。

7. 個人情報等の取扱い

□ 対象者の個人情報は扱わない

□ 個人情報をセンター内で取り扱う

取得する個人情報等の項目 （      ）

取得する方法 ■ 既存情報を診療録から取得する

□ 個人情報を新たに取得する

□ 新たに取得する情報に要配慮個人情報を含む

保管方法 

□ 愛知県個人情報保護条例に基づいて、センター内で許可を受けた電子媒体に記録す

る（場所       ）

■ 紙媒体などの情報は、施錠可能な棚に保管する（場所 データセンター）

□ その他（ ） 

データセンターでは調査票の印刷、発送、回収作業を行い、回収した調査票のデータ入力を

委託する。データセンターとは機密保持契約を結び、これは研究終了後も継続するものであ

り個人情報は保護される。 

□ 共同研究機関に試料・情報を提供する

記録事項 A（必ず記載）
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・ 提供先の研究機関の名称 （ ） 

・ 提供先の研究機関の研究責任者の氏名 （ ） 

・ 提供する試料・情報の項目 （ ） 

・ 試料・情報の取得の経緯 （ ） 

・ 本研究計画書を３年間保管する

記録事項 B（同意を受ける場合） 

・ 研究対象者の氏名と同意を受けた旨を記録した同意文書を３年間保管する

記録事項 A/B を上記に記載しない場合 

□試料情報の提供に関する記録（様式 4-2）を作成する

□ 海外にある者へ試料・情報を提供する

8. 研究対象者に生じる負担・リスク及び利益、これらの総合的評価、リスク最小化対策

■ 軽微な侵襲を超える負担・リスクは想定されない

□ 上に該当しない場合は記載

9. 試料・情報の保管及び破棄の方法

・保管期間

■ （当センター内の研究又は対応表の保管）研究終了から 5 年、又は研究結果の最終公

表から 3 年のいずれか遅い日まで保管する。

□ （試料・情報を提供する研究）提供をした日から 3 年を経過した日まで、本研究計画

書を保管する。

・保管方法

  上記７.に記載した方法による 

・破棄の方法

紙媒体資料はシュレッダーで裁断後破棄する

10. 研究資金源

■ 公的研究費（厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業）「腎疾患対策検

討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築」班（研

究代表者：柏原直樹先生）の研究として行われる） 

□ その他の研究助成金（         ） 

□ 共同研究機関の資金提供（ ） 

□ その他

11. 研究に関する情報公開の方法

□（介入を行う場合）公開データベースに登録

■ 関連学会・研究会等で発表予定
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■ 関連する専門誌等への論文発表予定

□ その他

12. 研究対象者等からの相談等への対応

■ 2.に記載した研究機関（事務局）が、診療時間内に随時相談を受ける

□ その他

13. 研究対象者等の経済的負担又は謝礼がある場合、その内容

謝礼なし

14. 侵襲（軽微な侵襲を除く）を伴う場合

■ 該当なし

□ 該当あり

15. 通常の診療を越える医療行為を伴う研究の場合

■ 該当なし

□ 該当あり

16. 研究の実施に伴い、研究対象者の健康、子孫に受け継がれ得る遺伝的特徴等に関する重

要な知見が得られる可能性がある場合 

■ 該当なし

□ 該当あり

17. 研究に関する業務の一部を委託する場合

□ 該当なし

■ 該当あり

・当該業務内容及び委託先の監督方法

データセンター

株）山手情報処理センター

〒114-0015 東京都北区中里 2-18-5

TEL：03-3949-4521

18. 研究対象者から取得された試料・情報について

・将来の研究のために用いられる可能性 ■ なし □ あり

・将来他の研究機関に提供する可能性 ■ なし □ あり

・上記がある場合、想定される内容

19. 研究機関の長への報告内容

■ 研究終了・中止時に研究終了中止報告書を提出する（様式 6-1）

□ 研究開始から 1 年を越えた年度末ごとに、研究実施状況報告書を提出する（様式 6-2）
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□ 重篤な有害事象が発生した時には、医療安全管理マニュアルに準拠してインシデント・ア

クシデントレポートを提出すると共に、重篤な有害事象に関する報告書（様式 7-1）を提出す

る。センター長は、必要に応じて「予測できない重篤な有害事象報告」（様式 7-2）を厚生労

働大臣に FAX にて報告する。 

20. 介入と侵襲（軽微な侵襲を除く）を伴う研究において、モニタリング及び監査を実施する

体制及び手順

■ 該当なし

□ 該当あり

21. その他特記事項

本研究は厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業）「腎疾患対策検討会報告

書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築」班（研究代表

者：柏原直樹先生）の研究として実施される。 

日本腎臓学会、日本小児腎臓病学会の協力のもと行われ、データマネージメントの一部を外

部委託先に委託する。 
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成人期に達した小児期発症慢性腎疾患患者の 

成人医療への移行(transition)に関する 

実態把握のための調査研究 施設調査票 

令和 4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

「腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築」 

研究代表者 柏原直樹 

報告者氏名 

メールアドレス

所属施設・診療科 

所属施設 

□ 独立病院型の小児専門病院

□ 大学病院

□ 総合病院を含む一般病院

□ 診療所・クリニック

調査票作成日 20 年 月    日 

貴施設に状況についてご回答をお願いします 

1. 移行プログラムの有無
□ あり →2-4.に回答をお願いします

□ なし →3-4.に回答をお願いします

2. 移行プログラムに対応する

メディカルスタッフの有無

□ あり

□ なし

□ 看護師

□ メディカルソーシャルワーカー

□ 臨床心理士
□ その他（ ） 

3. 移行コーディネーターの有無

（移行支援を主な業務の１つ

としたスタッフ）

□ あり

□ なし

□ その他（ ） 

4. 移行支援ツール使用の有無

□ あり

□ なし

□ 移行チェックリスト

□ 移行サマリー

□ その他（ ） 

【別紙２】
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成人期に達した小児期発症慢性腎疾患患者の 

成人医療への移行(transition)に関する 

実態把握のための調査研究 調査票 

日本小児腎臓病学会代議員が在籍している施設・診療科用 

令和 4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

「腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築」 

研究代表者 柏原直樹 

報告者氏名 

メールアドレス

所属施設・診療科 

所属施設 

□ 独立病院型の小児専門病院

□ 大学病院

□ 総合病院を含む一般病院

□ 診療所・クリニック

調査票作成日 20 年 月    日 

＊＊＊調査票記入上の注意事項＊＊＊ 

1. 2021年（令和 3年）1月 1日から 2022 年（令和 4年）12月 31日までの間に貴科から、

成人医療施設へ紹介した全ての小児期発症慢性腎疾患患者について、設問にご回答いた

だきますよう、ご協力をお願い申し上げます。

2. 小児科から成人診療施設へ紹介をおこなった症例は、その後小児科と成人診療科で併診を

継続している場合も、「転科済」として調査票に回答をお願いします。

3. 各項目は特に記載がない場合は転科時点の情報を記載して下さい。

4. 調査票 No.は各施設で症例に通し番号をつけ、その番号を記載して下さい

【別紙3】
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調査票 

No. 
性別 □ 男 □ 女

生年月 （西暦）  20 年 月 

慢性腎疾患の疾患名 
（4頁の別表より選択） 

大分類 （1～9） (大分類 1～5 の場合) 小分類 (A～D) 

慢性腎疾患の診断時年月 （西暦）  20 年     月 

紹介（転科）時の年月 （西暦）  20 年     月 

紹介（転科）の契機（複数選択可） 

□ 進学

□ 結婚

□ 家族の希望

□ 透析導入・移植

□ 就職

□ 転居

□ 医師の提案 

□ その他（ 

□ 妊娠•出産 

□ 本人の希望

□ 年齢

  ） 

紹介（転科）した先の医療機関 

（自施設以外へ紹介した場合は、 

具体的な転科元を選択） 

□ 自施設

□ 自施設以外の医療機関

□ 大学病院

□ 総合病院を含む一般病院

□ 診療所・クリニック

紹介（転科）先の診療科 

□ 内科

□ 腎臓内科 

□ その他（   

□ 泌尿器科 

□ 外科

  ） 

紹介（転科）した患者に対するメ

ディカル•スタッフ（医師を除く）

の関与（ありの場合は関与したスタッフ
を選択、複数選択可） 

□ あり

□ なし

□ 看護師 

□ 臨床心理士  

□ その他（   

□ メディカルソーシャルワーカー

□ 移植コーディネーター

  ） 

紹介（転科）に向け移行支援を行

ったか？（行った場合は使用したツ

ールを選択、複数選択可） 

□ あり

□ なし

□ 移行チェックリスト

□ 移行サマリー

□ その他（ ） 

紹介（転科）前に成人診療科医師

と直接診療情報共有を行ったか？ 
（ありの場合は具体的な方法を選

択） 

□ あり

□ なし

□ 診療情報提供書のみ

□ 医師同士で双方向性の議論を行った

□ 多職種でカンファレンスを実施した

紹介（転科）後、成人診療科と併

診の有無 
□ あり （   ヶ月間） □ なし

転科時の就学状況 

(卒業の場合は最終卒業校を選択) 

□ 在学中

□ 卒業

□ 高校

□ 専門学校 

□ その他（ 

□ 短期大学 

□ 大学

  ） 

転科時の就職状況（複数選択可） 

□ 常勤 □非常勤 □パート/アルバイト

□ 専業主婦/夫  □ 作業所 □未就職

□ 学生のため該当せず  □ その他（ ） 
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最終受診の状態 

最終受診時のデータ 
検査日  20      年      月      日 

（身長計測日は可能な限り Cr検査日と同時もしくは近接した日をご記入下さい） 

身長   ㎝ 

計測日 （上記検査日と異なる場合） 

20 年  月   日 □未測定

血清 Cr 
（腎代替療法中の場合は

チェック）

 ㎎/dL 

□ 腎代替療法中

検査日 （上記検査日と異なる場合） 

20 年  月   日 □未測定

管理状況 

他診療科に定期的に通院していましたか？（小

児科内の他専門領域も含む。定期通院は 2年に 1

回以上通院していた場合とする、複数選択可） 

□ はい  □ 泌尿器科 □ 外科   □ 整形外科

□ 神経科   □ 眼科 □ 耳鼻科

□ 循環器科  □ 精神科

□ その他（ ） 

□ いいえ

各種機器の使用 
（ありの場合は以下の問いにもご回答下さい） 

□ あり □ なし

車椅子 □ あり  □ なし  □ 不明 経管栄養/胃ろう □ あり  □ なし  □ 不明

在宅酸素 □ あり  □ なし  □ 不明 導尿 □ あり  □ なし  □ 不明

気管切開 □ あり  □ なし  □ 不明 膀胱皮膚ろう □ あり  □ なし  □ 不明

人工呼吸器 □ あり  □ なし  □ 不明 人工肛門 □ あり  □ なし  □ 不明

常用薬の有無 

（直近の 1年間に概ね計 6 ヶ月以

上処方した薬剤、ありの場合複数選

択可） 

□ あり

□ なし

□ ステロイド 

□ 降圧薬 

□抗てんかん薬 

□ その他（   

□ 免疫抑制薬 

□ 利尿薬

□ 抗菌薬

  ） 

知的障害の有無 

（重症度は 4頁の別表を参照） 

□ あり

□ なし

□ 不明

□ 重度 □ 中等度 □ 軽度

いわゆる先天性奇形症候群の有無 

□ あり

□ なし

□ 不明

□ 21 トリソミー 

□ BOR 症候群 

□ Townes-Brocks症候群  

□ Kabuki症候群 

□ その他（         

□ 4ｐ-症候群 

□ VACTER連合

 

□ 未診断

   ) 

次頁に、補足・コメント等をお願いします 
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最後までご記入頂きありがとうございました。全体を通して補足、コメント等ありましたらお願い致します。 

慢性腎疾患の疾患名 

大分類 小分類 

1 ネフローゼ症候群

A 微小変化型 

B 巣状分節性糸球体硬化症 

C 
その他 
（先天性ネフローゼ症候群は 5 を選択） 

2 一次性糸球体腎炎 
A IgA腎症 

B その他 

3 二次性糸球体腎炎・血管炎腎症 

A ループス腎炎

B 紫斑病性腎炎 

C ANCA関連腎炎 

D その他 

4 
先天性腎尿路異常（CAKUT） 

（逆流性腎症、閉塞性尿路障害 含む） 

A 低形成・異形成腎 

B その他 

5 

遺伝性疾患・先天代謝異常 

（多発性嚢胞腎、ネフロン癆、Drash 症候群、 

先天性ネフローゼ症候群、原発性高蓚酸尿症、

Fabry 病等 含む） 

A Alport症候群 

B その他 

6 間質性腎炎 （感染性、薬剤性、自己免疫性 含む） 

7 腎・尿路悪性腫瘍 

8 
その他  

（腎外傷、急性腎不全（敗血症も含む）、尿細管壊死、神経因性膀胱、皮質壊死（周産期） 含む） 

9 不明 

知的障害の重症度分類 

重度 言葉の理解も困難またはごく身近なことに限られており、意思表示はごく簡単なものに限られる。 

中等度 
読み書きや計算は不得手だが、簡単な日常会話はできる。生活習慣になっていることであれば、言

葉での指示を理解し、ごく身近なことについては、身振りや短い言葉で自ら表現することができる。 

軽度 
日常会話はできるが、抽象的な思考が不得手で、こみいった話は困難である。日常的な家事をこな

すことはできるが、状況や手順が変化したりすると困難が生じることがある。身辺の清潔保持は困

難が少ない。 
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成人期に達した小児期発症慢性腎疾患病患者の 

成人医療への移行(transition)に関する 

実態把握のための調査研究 調査票 

日本小児腎臓病学会代議員が在籍している施設・診療科用 

令和 4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

「腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築」 

研究代表者 柏原直樹 

報告者氏名 

メールアドレス

所属施設・診療科 

所属施設 

□ 独立病院型の小児専門病院

□ 大学病院

□ 総合病院を含む一般病院（ 

□ 診療所・クリニック 

調査票作成日 20 年 月    日 

＊＊＊調査票記入上の注意事項＊＊＊ 

1. 2022年 12 月 31 日時点で、貴科にてフォローされている 18歳以上の小児期発症慢性腎疾

患患者について、以下の設問にご回答いただきますよう、ご協力をお願い申し上げます。

2. 各項目は 2022年 12月 31 日時点の情報を記載して下さい。

3. 調査票 No.は各施設で症例に通し番号をつけ、その番号を記載して下さい

【別紙4】
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調査票 

No. 
性別 □ 男 □ 女

生年月 （西暦）  20 年 月 

慢性腎疾患の疾患名 
（4頁の別表より選択） 

大分類 （1～9） 小分類 (A～D) 

慢性腎疾患の診断時年月 （西暦）  20 年 月 

転科できない/していない理由 

（複数選択可） 

※下記チェックの場合は

右記に記載不要

患者側の要因 医療側の要因 

□ 患者からの希望

□ 家族からの希望

□ 自立/自律できていない

と判断している

□ 適切な転科先がない

□ 転科の必要性を感じない

□ 医師が転科を決断できない

□ 合併症が多く複数科の転科が

必要である

□ 保険適用外薬を使用している

□ その他・自由記載

(   ） 

紹介（転科）予定の医療機関 

（自施設以外へ紹介を予定してる

場合は、具体的な転科先候補を選

択） 

□ 自施設

□ 自施設以外の医療機関

□ 大学病院

□ 総合病院を含む一般病院

□ 診療所・クリニック

□ その他（   ） 

□ 未定

紹介（転科）予定の診療科 

□ 内科 □ 泌尿器科

□ 腎臓内科 □ 外科

□ その他

今後の紹介（転科）に向けメディ

カルスタッフ（医師を除く）の

関与（ありの場合は関与したスタッフ
あを選択、複数選択可）

□ あり

□ なし

□ 看護師 

□ 臨床心理士  

□ その他（   

□ メディカルソーシャルワーカー

□ 移植コーディネーター

  ） 

紹介（転科）に向け移行支援を行

っているか？（行っている場合は

使用したツールを選択、複数選択

可） 

□ あり

□ なし

□ 移行チェックリスト

□ 移行サマリー

□ その他（ ） 

現在の就学状況 

(卒業の場合は最終卒業校を選

択) 

□ 在学中

□ 卒業

□ 高校

□ 専門学校 

□ その他（ 

□ 短期大学 

□ 大学

  ） 

現在の就職状況（複数選択可） 

□ 常勤 □ 非常勤 □ パート/アルバイト

□ 専業主婦/夫  □ 作業所 □ 未就職

□ 学生のため該当せず  □ その他（ ） 

□ 具体的な転科の予定がある

□ 今後終診予定のため、

転科の予定がない
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最終受診の状態 

最終受診時のデータ 
検査日  20     年    月    日 

（身長計測日は可能な限り Cr検査日と同時もしくは近接した日をご記入下さい） 

身長   ㎝ 
計測日 （上記検査日と異なる場合） 

20 年 月  日 
□未測定

血清 Cr 
（腎代替療法中の場合は

チェック）

㎎/dL 

□ 腎代替療法中

検査日 （上記検査日と異なる場合） 

20 年 月  日 □未測定

管理状況 

他診療科に定期的に通院していますか？（小児科

内の他専門領域も含む。定期通院は2年に1回以上

通院している場合とする、複数選択可） 

□ はい  □ 泌尿器科 □ 外科 □ 整形外科

□ 神経科 □ 眼科 □ 耳鼻科

□ 循環器科  □ 精神科

□ その他（ ） 

□ いいえ

各種機器の使用 
（ありの場合は以下の問にもご回答下さい） 

□ あり □ なし

車椅子 □ あり  □ なし  □ 不明 経管栄養/胃ろう □ あり  □ なし  □ 不明

在宅酸素 □ あり  □ なし  □ 不明 導尿 □ あり  □ なし  □ 不明

気管切開 □ あり  □ なし  □ 不明 膀胱皮膚ろう □ あり  □ なし  □ 不明

人工呼吸器 □ あり  □ なし  □ 不明 人工肛門 □ あり  □ なし  □ 不明

常用薬の有無 

（直近の 1年間に概ね計 6ヶ月以上

処方した薬剤、ありの場合複数選択

可） 

□ あり

□ なし

□ ステロイド 

□ 降圧薬 

□ 抗てんかん薬 

□ その他（  

□ 免疫抑制薬 

□ 利尿薬

□ 抗菌薬

  ） 

知的障害の有無 

（重症度は 4頁の別表を参照） 

□ あり

□ なし

□ 不明

□ 重度 □ 中等度 □ 軽度

いわゆる先天奇形症候群の有無 

□ あり

□ なし

□ 不明

□ 21 トリソミー 

□ BOR 症候群 

□ Townes-Brocks症候群  

□ Kabuki症候群 

□ その他（         

□ 4ｐ-症候群 

□ VACTER連合

 

□ 未診断

       ) 

次頁に、補足・コメント等をお願いします 
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最後までご記入頂きありがとうございました。全体を通して補足、コメント等ありましたらお願い致します。 

慢性腎疾患の疾患名 

大分類 小分類 

1 ネフローゼ症候群

A 微小変化型 

B 巣状分節性糸球体硬化症 

C 
その他 
（先天性ネフローゼ症候群は 5 を選択） 

2 一次性糸球体腎炎 
A IgA腎症 

B その他 

3 二次性糸球体腎炎・血管炎腎症 

A ループス腎炎

B 紫斑病性腎炎 

C ANCA関連腎炎 

D その他 

4 
先天性腎尿路異常（CAKUT） 

（逆流性腎症、閉塞性尿路障害 含む） 

A 低形成・異形成腎 

B その他 

5 

遺伝性疾患・先天代謝異常 

（多発性嚢胞腎、ネフロン癆、Drash 症候群、 

先天性ネフローゼ症候群、原発性高蓚酸尿症、

Fabry 病等 含む） 

A Alport症候群 

B その他 

6 間質性腎炎 （感染性、薬剤性、自己免疫性 含む） 

7 腎・尿路悪性腫瘍 

8 
その他  

（腎外傷、急性腎不全（敗血症も含む）、尿細管壊死、神経因性膀胱、皮質壊死（周産期） 含む） 

9 不明 

知的障害の重症度分類 

重度 言葉の理解も困難またはごく身近なことに限られており、意思表示はごく簡単なものに限られる。 

中等度 
読み書きや計算は不得手だが、簡単な日常会話はできる。生活習慣になっていることであれば、言

葉での指示を理解し、ごく身近なことについては、身振りや短い言葉で自ら表現することができる。 

軽度 

日常会話はできるが、抽象的な思考が不得手で、こみいった話は困難である。日常的な家事をこな

すことはできるが、状況や手順が変化したりすると困難が生じることがある。身辺の清潔保持は困

難が少ない。 
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成人期に達した小児期発症慢性腎疾患患者の 

成人医療への移行(transition)に関する 

実態把握のための調査研究 調査票 

日本腎臓学会評議員が在籍している施設・診療科用 

令和 4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

「腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築」 

研究代表者 柏原直樹 

報告者氏名 

メールアドレス

所属施設・診療科 

所属施設 

□ 独立病院型の小児専門病院

□ 大学病院

□ 総合病院を含む一般病院

□ 診療所・クリニック

調査票作成日 20 年 月    日 

＊＊＊調査票記入上の注意事項＊＊＊ 

1. 2020年 1月 1日から 2022 年 12月 31日の間に小児科医・小児腎臓病医や小児泌尿器科

医から紹介を受け、貴科にてフォローされている 18歳以上の小児期発症慢性腎疾患患者

について、以下の設問にご回答いただきますよう、ご協力をお願い申し上げます。

2. 小児科医・小児腎臓病医や小児泌尿器科医から紹介があった症例は、その後小児科と成人

診療科で併診を継続している場合も「予定転科済」として調査票に回答をお願いします。

3. 各項目は特に記載がない場合は転科時点の情報を記載して下さい。

4. 調査票 No.は各施設で症例に通し番号をつけ、その番号を記載して下さい

【別紙5】
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調査票 

No. 
性別 □ 男 □女

生年月 （西暦）  20 年 月 

慢性腎疾患の疾患名 

（4頁の別表より選択） 

大分類 （1～9） (大分類 1～5 の場合) 小分類 (A～D) 

慢性腎疾患の発症（発見）時年月 （西暦）  20 年     月 

紹介（転科）時年月 （西暦）  20 年     月 

紹介（転科）の契機（複数選択可） 

□ 進学

□ 結婚

□ 家族の希望

□ 透析導入・移植

□ 就職

□ 転居

□ 医師の提案 

□ その他( 

□ 妊娠•出産 

□ 本人の希望

□ 年齢

   ) 

紹介（転科）を受けた医療機関 

（自施設以外から紹介を受けた場合

は、具体的な転科元を選択） 

□ 自施設の小児系診療科

□ 自施設以外の医療機関

□ 独立病院型の小児専門病院

□ 大学病院

□ 総合病院を含む一般病院

□ 診療所・クリニック

紹介（転科）元の診療科 

□ 小児科 

□ 小児腎臓内科 

□ その他（   

□ 小児泌尿器科 

□ 小児外科

  ） 

転科した患者に対するメディカル•

スタッフ（医師を除く）の関与

□ あり

□ なし

紹介（転科）前に小児科医師と直

接診療情報共有を行ったか？ 

（ありの場合は具体的な方法を選

択） 

□ あり

□ なし

□ 診療情報提供書のみ

□ 医師同士で双方向性の議論を行った

□ 多職種でカンファレンスを実施した

紹介（転科）後、小児科と併診の

有無 
□ あり （ ヶ月間） □ なし

現在の就学状況 

(卒業の場合は最終卒業校を選択) 

□ 在学中

□ 卒業

□ 高校

□ 専門学校 

□ その他（ 

□ 短期大学 

□ 大学

  ） 

現在の就職状況（複数選択可） 

□ 常勤 □非常勤 □パート/アルバイト

□ 専業主婦/夫  □ 作業所 □未就職

□ 学生のため該当せず  □ その他（ ） 
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転科（初診）時の状態 

転科（初診）時のデータ 
検査日  20      年      月      日 

（身長計測日は可能な限り Cr検査日と同時もしくは近接した日をご記入下さい） 

身長    ㎝ 

計測日 （上記検査日と異なる場合） 

□ 20 年  月   日 □未測定

血清 Cr 
（腎代替療法中の場合は

チェック）

 ㎎/dL 

□ 腎代替療法中

検査日 （上記検査日と異なる場合） 

□ 20 年  月   日 □未測定

管理状況 

現在貴科を定期的に通院できていますか？（定

期通院は 2年に 1回以上通院している場合とす

る） 

□ はい           

□ いいえ

□ その他 （  

□ 他院へ紹介 

□ 通院不要

  ） 

他診療科に定期的に通院していますか？（定期

通院は 2年に 1回以上通院している場合とする、

複数選択可） 

□ はい    □ 泌尿器科  □ 外科   □ 整形外科

□ 神経科 □ 眼科  □ 耳鼻科

□ 循環器科  □ 精神科

□ その他（ ） 

□ いいえ

各種機器の使用 
（ありの場合は以下の問いにもご回答下さい） 

□ あり □ なし

車椅子 □ あり  □ なし  □ 不明 経管栄養/胃ろう □ あり  □ なし  □ 不明

在宅酸素 □ あり  □ なし  □ 不明 導尿 □ あり  □ なし  □ 不明

気管切開 □ あり  □ なし  □ 不明 膀胱皮膚ろう □ あり  □ なし  □ 不明

人工呼吸器 □ あり  □ なし  □ 不明 人工肛門 □ あり  □ なし  □ 不明

常用薬の有無 

（直近の 1年間に概ね計 6 ヶ月以

上処方した薬剤、ありの場合複数選

択可） 

□ あり

□ なし

□ ステロイド 

□ 降圧薬 

□抗てんかん薬 

□ その他（   

□ 免疫抑制薬 

□ 利尿薬

□ 抗菌薬

  ） 

知的障害の有無 

（重症度は 4頁の別表を参照） 

□ あり

□ なし

□ 不明

□ 重度 □ 中等度 □ 軽度

いわゆる先天性奇形症候群の有無 

□ あり

□ なし

□ 不明

□ 21 トリソミー 

□ BOR 症候群 

□ Townes-Brocks症候群   

□ Kabuki症候群 

□ その他（         

□ 4ｐ-症候群 

□ VACTER連合

 

□ 未診断

       ) 

次頁に、補足・コメント等をお願いします 
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最後までご記入頂きありがとうございました。全体を通して補足、コメント等ありましたらお願い致します。 

慢性腎疾患の疾患名 

大分類 小分類 

1 ネフローゼ症候群

A 微小変化型 

B 巣状分節性糸球体硬化症 

C 
その他 

（先天性ネフローゼ症候群は 5 を選択） 

2 一次性糸球体腎炎 
A IgA腎症 

B その他 

3 二次性糸球体腎炎・血管炎腎症 

A ループス腎炎

B 紫斑病性腎炎 

C ANCA関連腎炎 

D その他 

4 
先天性腎尿路異常（CAKUT） 

（逆流性腎症、閉塞性尿路障害 含む） 

A 低形成・異形成腎 

B その他 

5 

遺伝性疾患・先天代謝異常 

（多発性嚢胞腎、ネフロン癆、Drash 症候群、 

先天性ネフローゼ症候群、原発性高蓚酸尿症、

Fabry 病等 含む） 

A Alport症候群 

B その他 

6 間質性腎炎 （感染性、薬剤性、自己免疫性 含む） 

7 腎・尿路悪性腫瘍 

8 
その他  
（腎外傷、急性腎不全（敗血症も含む）、尿細管壊死、神経因性膀胱、皮質壊死（周産期） 含む） 

9 不明 

知的障害の重症度分類 

重度 言葉の理解も困難またはごく身近なことに限られており、意思表示はごく簡単なものに限られる。 

中等度 
読み書きや計算は不得手だが、簡単な日常会話はできる。生活習慣になっていることであれば、言

葉での指示を理解し、ごく身近なことについては、身振りや短い言葉で自ら表現することができる。 

軽度 

日常会話はできるが、抽象的な思考が不得手で、こみいった話は困難である。日常的な家事をこな

すことはできるが、状況や手順が変化したりすると困難が生じることがある。身辺の清潔保持は困

難が少ない。 
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成人期に達した小児期発症慢性腎疾患患者の 

成人医療への移行(transition)に関する 

実態把握のための調査研究 調査票 

日本腎臓学会評議員が在籍している施設・診療科用 

令和 4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

「腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築」 

研究代表者 柏原直樹 

報告者氏名 

メールアドレス

所属施設・診療科 

所属施設 

□ 独立病院型の小児専門病院

□ 大学病院

□ 総合病院を含む一般病院

□ 診療所・クリニック

調査票作成日 20 年 月    日 

＊＊＊調査票記入上の注意事項＊＊＊ 

1. 2020年 1月 1日から 2022 年 12月 31日の間に小児科医・小児腎臓病医や小児泌尿器科

医からの紹介なく受診され、現在貴科にてフォローされている 18 歳以上の小児期発症慢性

腎疾患患者について、以下の設問にご回答いただきますよう、ご協力をお願い申し上げま

す。 

2. 各項目は特に記載がない場合は初診時点の情報を記載して下さい。

3. 調査票 No.は各施設で症例に通し番号をつけ、その番号を記載して下さい

【別紙6】
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調査票

No. 
性別 □ 男 □ 女

生年月 （西暦）  20 年 月 

慢性腎疾患の疾患名 

（4頁の別表より選択） 

大分類 （1～9） (大分類 1～5 の場合) 小分類 (A～D) 

慢性腎疾患の発症（発見）時年月 （西暦）  20 年     月 

貴科初診時の年月 （西暦）  20 年     月 

貴科受診の契機 

□ 原病の悪化 

□ 健康診断で指摘 

□ その他（ 

□ 原病に関連した合併症のため 

□ 妊娠•出産

  ） 

貴科受診前の小児診療科の 

受診状況 

□ 小児科は終診となった

□ 小児科の受診を自己中断していた

□ 診療情報提供書をもらい転科予定であったが、成人診療科の

受診をしていなかった

□ 診療情報提供書をもらい転科予定であったが、成人診療科の

受診前だった

□ その他（ ） 

小児期に受診していた医療機関 

（自施設以外を受診していた場合は、

具体的な受診先を選択） 

□ 自施設

□ 自施設以外の医療機関

□ 大学病院

□ 独立病院型の小児専門病院

□ 総合病院を含む一般病院

□ 診療所・クリニック

小児期に受診していた診療科 

□ 小児科 

□ 小児腎臓内科 

□ その他（ 

□ 小児泌尿器科 

□ 小児外科

    ） 

現在の就学状況 

(卒業の場合は最終卒業校を選択) 

□ 在学中

□ 卒業

□ 高校

□ 専門学校 

□ その他（ 

□ 短期大学 

□ 大学

  ） 

現在の就職状況（複数選択可） 

□ 常勤 □ 非常勤 □ パート/アルバイト

□ 専業主婦/夫  □ 作業所 □ 未就職

□ 学生のため該当せず  □ その他（ ） 
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貴科初診時の状態 

初診時のデータ 
検査日  20     年      月      日 

（身長計測日は可能な限り Cr 検査日と同時もしくは近接した日をご記入下さい） 

身長 ㎝ 

計測日 （上記検査日と異なる場合） 

20 年 月  日 □未測定

血清 Cr 
（腎代替療法中の場合は

チェック）

㎎/dL 

□ 腎代替療法中

検査日 （上記検査日と異なる場合） 

20 年 月 日 □未測定

管理状況 

現在貴科を定期的に通院できていますか？（定

期通院は 2年に 1回以上通院している場合とする） 

□ はい

□ いいえ

他診療科に定期的に通院していますか？（定期

通院は 2年に 1回以上通院している場合とする、

複数選択可） 

□ はい  □ 泌尿器科  □ 外科 □ 整形外科

□ 神経科 □ 眼科 □ 耳鼻科

□ 循環器科  □ 精神科

□ その他（ ） 

□ いいえ

各種機器の使用 
（ありの場合は以下の問いにもご回答下さい） 

□ あり □ なし

車椅子 □ あり  □ なし  □ 不明 経管栄養/胃ろう □ あり  □ なし  □ 不明

在宅酸素 □ あり  □ なし  □ 不明 導尿 □ あり  □ なし  □ 不明

気管切開 □ あり  □ なし  □ 不明 膀胱皮膚ろう □ あり  □ なし  □ 不明

人工呼吸器 □ あり  □ なし  □ 不明 人工肛門 □ あり  □ なし  □ 不明

常用薬の有無 

（直近の 1年間に概ね計 6ヶ月以上

処方した薬剤、ありの場合複数選択

可） 

□ あり

□ なし

□ ステロイド 

□ 降圧薬 

□ 抗てんかん薬 

□ その他（  

□ 免疫抑制薬 

□ 利尿薬

□ 抗菌薬

  ） 

知的障害の有無 

（重症度は 4頁の別表を参照） 

□ あり

□ なし

□ 不明

□ 重度 □ 中等度 □ 軽度

いわゆる先天性奇形症候群の有無 

□ あり

□ なし

□ 21 トリソミー 

□ BOR 症候群 

□ Townes-Brocks症候群 

□ Kabuki症候群 

□ その他（         

□ 4ｐ-症候群 

□ VACTER連合

 

□ 未診断

       ) 
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□ 不明

次頁に、補足・コメント等をお願いします 

最後までご記入頂きありがとうございました。全体を通して補足、コメント等ありましたらお願い致します。 

慢性腎疾患の疾患名 

大分類 小分類 

1 ネフローゼ症候群

A 微小変化型 

B 巣状分節性糸球体硬化症 

C 
その他  

（先天性ネフローゼ症候群は 5 を選択） 

2 一次性糸球体腎炎 
A IgA腎症 

B その他 

3 二次性糸球体腎炎・血管炎腎症 

A ループス腎炎

B 紫斑病性腎炎 

C ANCA関連腎炎 

D その他 

4 
先天性腎尿路異常（CAKUT） 

（逆流性腎症、閉塞性尿路障害 含む） 

A 低形成・異形成腎 

B その他 

5 

遺伝性疾患・先天代謝異常 

（多発性嚢胞腎、ネフロン癆、Drash 症候群、 

先天性ネフローゼ症候群、原発性高蓚酸尿

症、Fabry 病等 含む） 

A Alport症候群 

B その他 

6 間質性腎炎 （感染性、薬剤性、自己免疫性 含む） 

7 腎・尿路悪性腫瘍 

8 
その他  
（腎外傷、急性腎不全（敗血症も含む）、尿細管壊死、神経因性膀胱、皮質壊死（周産期） 含む） 

9 不明 

知的障害の重症度分類 
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重度 言葉の理解も困難またはごく身近なことに限られており、意思表示はごく簡単なものに限られる。 

中等度 
読み書きや計算は不得手だが、簡単な日常会話はできる。生活習慣になっていることであれば、言

葉での指示を理解し、ごく身近なことについては、身振りや短い言葉で自ら表現することができる。 

軽度 
日常会話はできるが、抽象的な思考が不得手で、こみいった話は困難である。日常的な家事をこな

すことはできるが、状況や手順が変化したりすると困難が生じることがある。身辺の清潔保持は困

難が少ない。 
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別添４                                                   
厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 
分担研究報告書 

 

診療水準の向上：高齢 CKD患者、透析・移植後患者の COL維持向上 

 

研究分担者 酒井 謙 東邦大学医学部腎臓学講座 教授 

研究分担者 祖父江理 香川大学医学部 教授 

 

研究要旨 腎機能を失ったCKDG5の患者（透析移植）のQOL向上が急務である。高齢化社会においては、一方で

透析を見あわせる決断も存在する。これら腎代替療法を受ける患者（見合わせを含めて）のQOL向上のために、

ガイド作成、周知への活動、アンケート実施を通じて、医療者の思いと患者の思いを連結する。 

Ａ．研究目的 

腎機能を失った CKDG5 の患者（透析移植）QOL

向上のために、行うべきガイド作成し、周知を

図る。 

Ｂ．研究方法 

AMED 研究から連携する高齢腎不全ガイド作成、

周知への学会・市民公開講座活動、またアンケ

ート実施を通じて、医療者の思いと患者の思い

を連結する。 

 （倫理面への配慮） 

    移植者へのアンケートにおいては、倫理承

認が必要である（実施未） 

 

Ｃ．研究結果 

高齢腎不全患者の保存的腎臓療法はAMED研究

からの継続であり、この周知を各学会（日本腎

臓学会総会、東部会：主催にてシンポジウム企

画）で図り、論文化も行った。台湾移植患者の

CKMガイドの監訳改訂版を作成し、関連学会で

配布予定。移植に関しては、腎移植内科研究会

を主催し、移植患者の診療水準の向上を図った。 

 

Ｄ．考察 

高齢腎不全患者のQOLは透析が必ずしも、その向

上に資することができない場合があり、その周

知がCKMという、キーワードで、医療者に広まっ

た。しかしSDM・ACPという流れが、本当に患者

の思いに直結できるのか、患者視点アンケート

が必要である。移植領域は、今後外科医から腎

臓内科医師が主導していく分野であり、酒井、

祖父江は、その中心的な任にある。 

 

Ｅ．結論 

日本腎臓学会東部学術集会主催（酒井）腎移植

内科研究会主催（祖父江）の 2 つの集会にて、

腎代替療法を必要とする CKDG5 の患者 QOL の向

上に貢献した。 

 

Ｇ．研究発表 

1.論文発表 

1） Sofue T, Oguchi H, Yazawa M, Tsujita M, 
Futamura K, Nishihira M, Toyoda M, Kano 

T, Suzuki H. Serological and 

Histopathological Assessment of 

Galactose-Deficient Immunoglobulin A1 

Deposition in Kidney Allografts: A 

Multicenter Prospective Observational 

Study. PlosOne 2023;18(2):e0281945 

2） Azegami T, Kounoue N, Sofue T, Yazawa M, 
Tsujita M, Masutani K, Kataoka Y, Oguchi 

H. Efficacy of pre-emptive kidney 

transplantation for adults with 

end-stage kidney disease: A systematic 

review and meta-analysis. Renal Failure. 

2022;45(1): 2169618 

3） Aoki Y, Sofue T, Kawakami R, Ozaki T, 
Manabe M, Kanda K, Yoda T, Kusaka T, 

Hirao T, Minamino T. Prevalence and 

factors related to hypouricemia and 

hyperuricemia in schoolchildren: 

results of a large-scale 

cross-sectional population-based study 
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conducted in Japan. Scientific Reports. 

2022; 12: 17848. 

4） 酒井 謙. 高齢腎不全患者の CKM の実際. 

腎臓内科. 15(4),397-401;2022 年 4 月 

76(13),1020-1024 

5） 祖父江 理. 腎移植後レシピエントに対す

る 腎臓リハビリテーション日本腎臓リハ

ビリテーション学会誌 2022: 1(1);75-80 

 

2.学会発表 

酒井 謙. 腎代替療法選択（腎代替療法専門指

導士とは）臨床腎移植学会 集中教育セミナー

2023年 2月 11日 東京 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

67



別添４                                                   
厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 
 

分担研究報告書 
 

診療水準向上：難治性腎疾患の診療レベルの向上・均霑化 

 

成田一衛 新潟大学・腎・膠原病内科学 

 

研究要旨 指定難病として定められている難治性腎疾患（IgA 腎症、多発性嚢胞腎、一次性ネフロー

ゼ症候群、急速進行性糸球体腎炎、抗糸球体基底膜腎炎、紫斑病性腎炎、一次性膜性増殖性糸球体腎

炎）の全国調査、診断・重症度分類の検証、診療体制の整備、診療ガイドラインの作成・改訂を主な活動と

する難治性疾患政策研究事業（難治性腎障害に対する調査研究）班と連携し、主要４疾患および移行医

療診療ガイドの普及啓発、医療の質（QI）調査を実施した。これらの結果は次回のガイドライン改訂に役立

てることができると考える。 

Ａ．研究目的 
 難治性疾患政策研究班との連携をとり、指定難病

に定められている腎障害患者の腎疾患対策を推進

する。特に診療レベルの向上と均霑化を進める。 

Ｂ．研究方法 
 難治性腎障害に対する調査研究班で 2020 年に

作成され公開された４疾患（IgA 腎症、多発性嚢胞

腎、ネフローゼ症候群、急速進行性腎炎）および移

行医療の診療ガイドラインの普及のため、PDF ファ

イル、およびダイジェスト版を（難病班、日本腎臓学

会、Minds）ホームページ上で無料で公開した。そ

れぞれのガイドラインの使用状況をアンケートにて

調査した。また患者および家族に向けた療養ガイド

を作成した。 
Ｃ．研究結果 
 概ねガイドラインの浸透は順調であり、2017 年に

行った調査と比較して遵守状況が向上していること

が分かった。また一部診療実態との整合性に課題

がある可能性も考えられた。アンケート調査の結果

は論文作成中である。 
Ｄ．考察 
 難治性腎疾患に関する国民の認識と診療の均霑

化が進んだと考えられる。アンケート調査の結果を

次回の難治性腎疾患ガイドラインの改訂に活かせる

と考える。 
Ｅ．結論 
 難治性疾患政策研究事業との連携により、難病を

原疾患とする腎障害患者の診療が向上し、均霑化

が進んだ。 

 

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

 
1. Hibino M, Otaki Y, Kobeissi E, Pan H, Hibino H, 

Taddese H, Majeed A, Verma S, Konta T, Yamagata 
K, Fujimoto S, Tsuruya K, Narita I, Kasahara M, 
Shibagaki Y, Iseki K, Moriyama T, Kondo M, Asahi 
K, Watanabe T, Watanabe T, Watanabe M, Aune D. 
Blood Pressure, Hypertension, and the Risk of 
Aortic Dissection Incidence and Mortality: Results 
From the J-SCH Study, the UK Biobank Study, and 
a Meta-Analysis of Cohort Studies. Circulation. 
2022;145(9):633-44. 

2. Kabasawa K, Hosojima M, Ito Y, Matsushima K, 
Tanaka J, Hara M, Nakamura K, Narita I, Saito A. 
Association of metabolic syndrome traits with 
urinary biomarkers in Japanese adults. Diabetol 
Metab Syndr. 2022;14(1):9. 

3. Kaneko S, Yamagata K, Usui J, Tsuboi N, Sugiyama 
H, Maruyama S, Narita I. Epidemiology and 
temporal changes in the prognosis of rapidly 
progressive glomerulonephritis in Japan: a 
nationwide 1989-2015 survey. Clin Exp Nephrol. 
2022;26(3):234-46. 

4. Kawano K, Otaki Y, Suzuki N, Fujimoto S, Iseki K, 
Moriyama T, Yamagata K, Tsuruya K, Narita I, 
Kondo M, Shibagaki Y, Kasahara M, Asahi K, 
Watanabe T, Konta T. Prediction of mortality risk of 
health checkup participants using machine 
learning-based models: the J-SHC study. Sci Rep. 
2022;12(1):14154. 

5. Kimura H, Asahi K, Tanaka K, Iseki K, Moriyama T, 
Yamagata K, Tsuruya K, Fujimoto S, Narita I, 
Konta T, Kondo M, Kasahara M, Shibagaki Y, 
Watanabe T, Kazama JJ. Health-related behavioral 
changes and incidence of chronic kidney disease: 
The Japan Specific Health Checkups (J-SHC) Study. 
Sci Rep. 2022;12(1):16319. 

6. Matsuzaki K, Aoki R, Nihei Y, Suzuki H, Kihara M, 
Yokoo T, Kashihara N, Narita I, Suzuki Y. Gross 
hematuria after SARS-CoV-2 vaccination: 
questionnaire survey in Japan. Clin Exp Nephrol. 
2022;26(4):316-22. 

7. Mitsuboshi S, Kaseda R, Narita I. Association 
Between Antiosteoporotic Drugs and Risk of Acute 
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Kidney Injury: A Cross-Sectional Study Using 
Disproportional Analysis and a Pharmacovigilance 
Database. J Clin Pharmacol. 2022;62(11):1419-25. 

8. Mitsuboshi S, Kaseda R, Narita I. Association 
Between Steroid Use and Nephropathy in Patients 
Who Were Administered a Proton Pump Inhibitor: 
Analysis of the Japanese Adverse Event Report 
Database. J Clin Pharmacol. 2022;62(2):272-5. 

9. Nakagawa N, Maruyama S, Kashihara N, Narita I, 
Isaka Y. New-onset and relapse of nephrotic 
syndrome following COVID-19 vaccination: a 
questionnaire survey in Japan. Clin Exp Nephrol. 
2022;26(9):909-16. 

10. Okubo R, Hoshi SL, Kimura T, Kondo M, Asahi K, 
Iseki C, Fujimoto S, Narita I, Nishiyama H, 
Yamagata K, Iseki K. Cost-effectiveness of mass 
screening for dipstick hematuria in Japan. Clin Exp 
Nephrol. 2022;26(5):398-412. 

11. Okubo R, Kondo M, Hoshi SL, Kai H, Saito C, 
Iseki K, Iseki C, Watanabe T, Narita I, Matsuo S, 
Makino H, Hishida A, Yamagata K. Behaviour 
modification intervention for patients with chronic 
kidney disease could provide a mid- to long-term 
reduction in public health care expenditure: budget 
impact analysis. Clin Exp Nephrol. 
2022;26(6):601-11. 

12. Wakasugi M, Kazama JJ, Nitta K, Narita I. 
Smoking and risk of fractures requiring 
hospitalization in haemodialysis patients: a 
nationwide cohort study in Japan. Nephrol Dial 
Transplant. 2022;37(5):950-9. 

13. Wakasugi M, Narita I, Iseki K, Asahi K, Yamagata 
K, Fujimoto S, Moriyama T, Konta T, Tsuruya K, 
Kasahara M, Shibagaki Y, Kondo M, Watanabe T. 
Healthy Lifestyle and Incident Hypertension and 
Diabetes in Participants with and without Chronic 
Kidney Disease: The Japan Specific Health 
Checkups (J-SHC) Study. Intern Med. 
2022;61(19):2841-51. 

14. Wakasugi M, Yokoseki A, Wada M, Momotsu T, 
Sato K, Kawashima H, Nakamura K, Onodera O, 
Narita I. Polypharmacy, chronic kidney disease, 
and incident fragility fracture: a prospective cohort 
study. J Bone Miner Metab. 2022;40(1):157-66. 

15. Wakasugi M, Yokoseki A, Wada M, Sanpei K, 
Momotsu T, Sato K, Kawashima H, Nakamura K, 
Onodera O, Narita I. Stroke incidence and chronic 
kidney disease: A hospital-based prospective cohort 
study. Nephrology (Carlton). 2022;27(7):577-87. 

 

 

２．学会発表 

なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

 

＜市民公開セミナー開催＞ 

2022年 11月 13日 
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別添 4  

厚生労働推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 

分担研究報告書 

 

診療水準の向上：尿中アルブミンの測定診療報酬化 

 

研究分担者 横尾 隆 東京慈恵会医科大学 

研究分担者 旭 浩一 岩手医科大学 

研究分担者 田村功一 横浜市立大学 

研究分担者 今田恒夫 山形大学 

研究要旨：CKDの定義、重症度分類も国際的には尿中アルブミン定量（UAE）でなされるが、本邦の保険診療で

は、UAEの代替として尿中蛋白排泄量（UPE）を採用せざるを得ない。CKD診療実態の国際比較のためにも、非

糖尿病CKDにおいてもUAEが測定できる環境が望まれる。 

現状では、UAE/UPE比が一定という前提のもとで、CKDの病態をより正確に反映する UAEを、生理的な蛋白成

分などが混在する UPEの測定で代替している。しかし、UPEが 50mg/gCr未満という低蛋白濃度下では、UAE/UPE

値が一定値を取らず、UAE値の推定は困難と考えられた。よって、UPEでは発見も治療効果の評価も行なえな

かったこの尿蛋白濃度の患者に対して UAEを測定することで、早期介入が可能になると考えられた。さらに、

早期介入による費用対効果の解析に着手した。 

Ａ．研究目的 

保険診療上、尿中アルブミン定量（UAE）は「糖尿

病又は糖尿病性早期腎症患者であって微量アルブ

ミン尿を疑うもの（糖尿病性腎症第 1 期又は第 2

期）に対して行った場合に、3か月に 1回に限り」

算定できる。しかし諸外国では、CKD 全般で測定

可能である。CKD の定義、重症度分類も国際的に

は UAE でなされるが、本邦では、UAE の代替とし

て尿中蛋白排泄量（UPE）を採用せざるを得ない。

CKD 診療実態の国際比較のためにも、非糖尿病 CKD

においても UAEが測定できる環境が望まれる。 

Ｂ．研究方法 

UAE 測定の有用性を明らかにするために、文献検

索を行った。また、その費用対効を明らかにする

ための方法論の検討を開始した。 

（倫理面への配慮） 

 該当なし 

Ｃ．研究結果 

現状では、UAE/UPE比が一定という前提のもとで、

CKD の病態をより正確に反映する UAE を、生理的

な蛋白成分などが混在する UPE の測定で代替して

いる。しかし、UPE が 50mg/gCr未満という低蛋白

濃下では、UAE/UPE値が一定値を取らず、UAE値の

推定は困難と考えられた。よって、UPE では発見

も治療効果の評価も行なえなかったこの尿蛋白濃

度の患者に対して UAE を測定することで、早期介

入が可能になると考えられた。さらに、早期介入

による費用対効果の解析に着手した。 

Ｄ．考察 

非糖尿病CKDにおけるUAE測定の保険収載を目指す

には、既に一定の条件下の糖尿病性腎症で測定可

能なUPEに対する優位性を示す必要があると考え

られた。一方で、糖尿病性腎症においても測定が

保険収載されていない顕性蛋白尿レンジにおける

UAE測定の保険収載には、低尿蛋白濃度の患者への

早期介入とは異なる視点でのエビデンスの集約が

必要と考えられた。 

Ｅ．結論 

UAEの有用性を証明しうる既存のエビデンスを集

約した。さらに、費用対効果の解析に着手した。 

Ｇ．研究発表 

1.論文発表 

該当なし 

 

2.学会発表 

該当なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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別添 4  

厚生労働推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 

分担研究報告書 

 

人材育成 

 

研究分担者 要 伸也   杏林大学医学部腎臓・リウマチ膠原病内科 

                      和田 健彦   東海大学医学部内科学系腎代謝内科学 

 

 
A. 研究目的： 
看護師/保健師、管理栄養士、薬剤師等の人材を

育成し、CKD 診療に携わる医療従事者数の増加

を図る。具体的には、R4 年度中に、１）腎臓病

療養指導士の継続的な育成、２）腎臓病療養指導

士の地域差是正に向けた方策の立案、３）厚生労

働科学研究腎疾患政策研究「慢性腎臓病（CKD）

患者に特有の健康課題に適合した多職種連携に

よる生活・食事指導等の実証研究（代表要 伸也）」

との連携による多職種連携の強化、などに取り組

む。 
 

B. 研究方法： 
１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：第 6 回

腎臓病療養指導士資格認定に向け、認定のための

講習会の実施、研修記録の評価、試験応募および

試験の実施と認定、などを順次進める。また、

2018 年第 1回認定者が 5年目の更新時期となる

ため、コロナ禍における時限措置として 1 年の

猶予を認めつつ、資格更新を進める。 
 
２）腎臓病療養指導士の地域差是正：寡少地域

への支援策の一つとして、テキストとなる「腎臓

病療養指導士のための CKD 指導ガイドブック」

（2021 年 10 月発行）を配布し、講習・試験方

法についても検討する。地域マップに療養士数の

都道府県別年次推移のデータを提供し、これを可

視化する。その他、各都道府県の連携の会の支援

策について検討する。 
 
３）厚労科研要班との連携：厚生労働科学研究

腎疾患政策研究「慢性腎臓病（CKD）患者に特

有の健康課題に適合した多職種連携による生

活・食事指導等の実証研究（代表要 伸也）」で行

っている多職種連携の多施設共同研究（全国の

24 施設、3015 名が参加）により、多職種介入が

CKDステージG3～G5において腎機能悪化を抑

制するかどうか明らかにし、効果的な介入方法の

分析をおこなう。また、この成果を含めた多職種

連携のためのマニュアルを作成する。 
 
４）チーム医療に資する若手医師の育成：腎臓

専門医や研修医を含む若手医師を育成する。 
 

(倫理面への配慮) 
腎臓病療養指導士名を公開するにあたり、個人

情報の管理に十分な配慮を行った。 
 
C. 研究結果： 
１）腎臓病療養指導士の継続的な育成：2022
年5月29日東京医科歯科大学鈴木章夫記念講堂

研究要旨：多職種連携・チーム医療の推進を目的として、看護師・保健師、管理栄養士、薬剤師

を対象とする腎臓病療養指導士の育成を進めるとともに、CKDの多職種介入に関する多施設研

究に協力、新たに作成した多職種連携マニュアルにその成果を盛り込んだ。また、腎臓病

療養士の地域差解消に向けた取り組みも始まっている。CKD指導を担う人材育成と全国的な均

霑化、チーム医療の強化を通じて、多職種連携が促進され、CKD診療水準の向上に寄与すること

が期待される。 
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において認定のための講習会を開催し、現地およ

びオンディマンドを合せて数百名の参加があっ

た。認定試験には 492 名の応募があり、2023 年

1月30日に認定試験を実施、受験者473名中469
名が合格となった。1～6 回合計で資格認定者は

2,404 名となった。また、第 1 回認定者のうち規

定を満たした 93 名について、資格を更新した。 
 
２）腎臓病療養指導士の地域差是正：「腎臓病療

養指導士のための CKD 指導ガイドブック」を、

人口比で療養士の不足している地域の基幹施設

（日本腎臓学会教育認定施設、J-CKDI 幹事施

設）の指導者に配布した。認定のための講習会は

現地開催とオンディマンドの両方式で行い、利便

性に配慮した。今後は、地域からの受験機会の増

加策として、地域におけるCBT 方式など認定試

験の分散開催についても検討する。また、地域の

実情に見合った支援が必要なことから、各都道府

県の連携の会の設立と地域における療養士活動

の支援を強化することとした。J-CKDI で作成中

の地域マップに、療養士数の都道府県別年次推移

のデータを掲載し、地域の療養士数の把握が可能

となった。 
 
３）厚労科研要班との連携：多職種連携の多施

設共同研究（全国の 24 施設、3015 名が参加）

により、多職種介入が CKD ステージ G3～G5
において腎機能悪化を抑制することが明らかと

なった（Abe M, Kaname S, Clin Exp Nephrol, 
2023）。また、この成果を含めた多職種連携のた

めのマニュアルを作成した（「CKD ケアのため

の多職種連携マニュアル」pdf 版、 要 伸也監修、

全 100 ページ）。  
４）チーム医療に資する若手医師の育成：腎臓

専門医試験・研修医のための腎臓セミナーを実施

し、若手医師の育成に携わった。   
 

Ｄ．考察 
腎臓病療養指導士の増加により、CKD 療養指

導の知識・技能を有し、チーム医療を支える人材

育成が進みつつある。しかし、人数は不足してお

り、活躍の場や十分ではない。今後は、地域偏在

も考慮したさらなる育成を進めるとともに、腎臓

専門医と連動した地域活動、糖尿病療養指導士等

の他の療養士との連携を推進していく必要があ

る。多職種連携のエビデンスが示されたことによ

り、さらなるチーム医療の推進や診療報酬の獲得

に向けた取り組みの加速が期待される。 
 
Ｅ．結論 
腎臓病療養指導士を中心とするCKD診療メディ

カルスタッフの育成とその効果検証が、多職種連

携・チーム医療の強化を通して、腎臓病診療の水

準向上に寄与することが望まれる。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 なし 
 
Ｇ．研究発表 
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9. Ono K, Ishibashi Y, Kaname S. Successful 
Kidney and Hematopoietic Stem Cell 
Transplantation for Malignant Lymphoma 
from Different Donors: A Case Report and 
Literature Review. Transplant Proc. 2022 
Jul-Aug;54(6):1589-1593. Epub 2022 Jul 
13. 

10. Harigai M, Kaname S, Tamura N, Dobashi 
H, Kubono S, Yoshida T. Efficacy and 
Safety of Avacopan in Japanese Patients 
with Antineutrophil Cytoplasmic 
Antibody-Associated Vasculitis: A 
Subanalysis of a Randomized Phase 3 
Study. Mod Rheumatol. 2022 Apr 
28:roac037. Online ahead of print. 

11. Arikawa S, Fukuoka K, Nakamoto K, 
Kunitomo R, Matsuno Y, Shimazaki T, 
Saraya T, Kawakami T, Kishimoto M, 
Komagata Y, Kurai D, Ishi H, Kaname S. 
Effectiveness of neutralizing antibody 
cocktail in hemodialysis patients: a case 
series of 20 patients treated with or 
without REGN-COV2. Clin Exp Nephrol. 
2022 May;26(5):476-485.  

12. Nagasaka K, Kaname S, Amano K, Kato 
M, Katsumata Y, Komagata Y, Sada KE, 
Tanaka E, Tamura N, Dobashi H, Nanki T, 
Harabuchi Y, Bando M, Homma S, Wada T, 
Harigai M. Nation-wide survey of the 
treatment trend of microscopic polyangiitis 
and granulomatosis with polyangiitis in 
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Japan using the Japanese Ministry of 
Health, Labour and Welfare Database. 
Mod Rheumatol. 2022 Aug 
20;32(5):915-922.  

13. Doi K, Kimura H, Kim SH, Kaneda S, 
Wada T, Tanaka T, Shimizu A, Sano T, 
Chikamori M, Shinohara M, Matsunaga 
YT, Nangaku M, Fujii T. Enhanced 
podocyte differentiation and changing drug 
toxicity sensitivity through 
pressure-controlled mechanical filtration 
stress on a glomerulus-on-a-chip. Lab Chip 
23(3):437-450, 2023 

14. Hirakawa Y, Yoshioka K, Kojima K, 
Yamashita Y, Shibahara T, Wada T, 
Nangaku M, Inagi R. Potential progression 
biomarkers of diabetic kidney disease 
determined using comprehensive machine 
learning analysis of non-targeted 
metabolomics. Sci Rep 12(1):16287, 2022 
 

 2.  学会発表 
 

1) 要 伸也： CKD におけるチーム医療と

腎臓病療養指導士～難治性腎疾患におけ

る役割を含めて～.ランチョンセミナー, 
第 65 回日本腎臓学会学術総会, 神戸市, 
2022 年 6 月 12 日. 

2) 要 伸也：日本腎代替療法医療専門職推進

協会への期待.日本腎臓学会との連携と今

後への期待～腎臓病療養指導士との連携

を中心に～.学会・委員会企画 18, 第 67
回日本透析医学会, 横浜,2022年7月3日. 

3) 要 伸也：CKD 看護における腎臓病療養

指導士の役割－看看連携を含めて－共同

企画 2：日本腎臓病協会「CKD 看護にお

ける腎臓病療養士の役割～看看連携～」. 
第 25 回日本腎不全看護学会 , 名古

屋,2022 年 10 月 15 日. 
 
H. 知的財産権の出願・登録 
該当なし 
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別添 4  

厚生労働推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 

分担研究報告書 

 

研究の推進：研究開発・国際比較 

AMED,厚労省等の公的研究 

 

研究分担者 深水 圭 久留米大学 

研究分担者 田村功一 横浜市立大学 

 

研究要旨：これまで日本腎臓学会員が公的資金獲得データの収集を行った。2008 年から 2022 年までの

間、AMED51件、JST71 件、厚労科研 72件であった。総獲得研究資金は 93億 4669万円、AMED51 億 688

万円、JST5億 8146万円、厚労科研 36億 5836万円であった。以前調査した件数、金額と比較しても高

額であった。 

Ａ．研究目的 

これまで日本腎臓学会員が公的資金を獲得して

きたが、一望して経年的にどの程度資金を受け

ているか、実情が見えてこなかったことから、

経年的にデータを蓄積する必要があり、社会に

も広く CKD 研究開発について認識していただく

きっかけとなると考えられるため、今回データ

の収集を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

2008 年から 2022 年までに獲得した AMED、厚労

科研、科学技術振興基金(JST)について、日本腎

臓学会の会員に対してメーリングリストにてア

ンケートを行った。 

（倫理面への配慮） 

 該当なし 

 

Ｃ．研究結果 

これまでの獲得数は AMED51 件、JST71 件、厚労

科研 72件であった。総獲得研究資金は 93億 4669

万円、AMED51 億 688 万円、JST5 億 8146 万円、

厚労科研 36 億 5836 万円であった。内訳は病態

解明 68 件、CKD 対策 24 件、難治性疾患事業 22

件などであった。 

 

Ｄ．考察 

これまでの獲得数、研究費は93億円程度であった。

以前調査した件数、金額と比較しても高額であっ

た。 

 

Ｅ．結論 

日本腎臓学会会員のAMED、JST、厚労科研獲得数、

獲得資金を調査した。 

 

Ｇ．研究発表 

1.論文発表 

1） Tsukamoto S, Morita R, Yamada T, Urate S, 
Azushima K, Uneda K, Kobayashi R, Kanaoka 

T, Wakui H, Tamura K. Cardiovascular and 

kidney outcomes of combination therapy 

with sodium-glucose cotransporter-2 

inhibitors and mineralocorticoid 

receptor antagonists in patients with 

type 2 diabetes and chronic kidney 

disease: A systematic review and network 

meta-analysis. Diabetes Res Clin Pract, 

194:110161, 2022. 

 

2.学会発表 

1） 田村功一. 血圧管理と腎疾患制御からみた

糖尿病性腎臓病の最適治療と SGLT２阻害

薬の意義. 教育講演 17. 第 95回日本内分泌

学会学術総会(大分), 2022年 06月 02-04日 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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別添 4  

厚生労働推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 

分担研究報告書 

 

研究の推進：研究開発・国際比較 

国際動向 

 

研究分担者 南学正臣 東京大学 

研究分担者 深水 圭 久留米大学 

 

研究要旨：CKD 及び CKD 診療体制の国際比較、ESRD・腎代替療法（RRT）の実態の国際比較、CKD の成因の相

違・特徴、海外の CKD診療体制の調査を行い、今後の研究の報告制を検討する。 

 

Ａ．研究目的 

海外の CKD および ESKD 診療体制の情報を収集

し、今後の研究の方向性を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

国際腎臓学会による国際的な CKDおよび ESKD診

療の状況を把握するための Global Kidney 

Health Atlas の作成に協力した。 

（倫理面への配慮） 

 医療従事者によるアンケート調査である。 

患者へのアンケート調査は、翻訳が膨大なため、

行わなかった。 

 

Ｃ．研究結果 

国際腎臓学会がデータを取りまとめており、今

後その内容の分析を進める。 

 

Ｄ．考察 

これまでの検討で、日本と海外の診療実態の違

いがある部分も明らかになっており、その変化

がどのように変わってきているかを分析してい

く予定である。 

 

Ｅ．結論 

引き続き、海外の診療と日本の診療の違いを分

析し、日本の診療が地域に合った最適化したも

のであるのか、国際標準とかけ離れた不適切な

部分があるのかを検討していく必要がある。 

 

 

 

 

Ｇ．研究発表 

1.論文発表 

該当なし 

2.学会発表 

該当なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 

 

 

 

 

 

77



別添 4 
厚生労働推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 
分担研究報告書 

 
研究の推進：研究開発・国際比較 

疫学調査 

 
【研究分担者】 

猪阪善隆  大阪大学大学院医学系研究科腎臓内科学 
福間真悟 京都大学・医学研究科 
今田恒夫 山形大学・公衆衛生学・衛生学 
 

 

研究要旨  
「慢性腎臓病（CKD）を早期に発見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継続することにより、CKD 重症
化予防を徹底するために、わが国における CKD 患者数を把握し、CKD 患者数に影響を与える因子を解明することは
CKD対策としても重要である。2005年に 11都道府県の健診データ等を参考にわが国の CKD患者は 1330万人
と推定されている。しかし、本調査は全都道府県からのデータを抽出したものではなく、またデータベースにも偏りがある。
そこで、全都道府県からのデータを抽出するとともに、CKD患者数に影響を与える因子を解明することとした。 
Ａ．研究目的 
「慢性腎臓病（CKD）を早期に発見･診断し、良

質で適切な治療を早期から実施・継続することにより、
CKD 重症化予防を徹底するために、わが国における
CKD 患者数を把握し、CKD 患者数に影響を与える
因子を解明する。 
 
Ｂ．研究方法 

1) CKD患者数の実態調査 
わが国の CKD 有病者数を調査する方法として、特

定健診データ、各地のコホート研究、NDB データなど、
どのデータを用いるのが適切か検討した。 

CKD 有病割合の推定について、集団の特性によっ
て推定値が影響を受けるため、就労世代の健保データ、
高齢世代を中心とした自治体国保データの両者の分
析を行う。また、健診受診者、医療機関受診者の結
果を一般集団に外挿する際にはサンプリングバイアスの

影響を考慮する必要があるため健診受診（医療機関
受診）確率を推定し、受診確率によって重みづけした
CKD有病割合推定を行う。 

2) CKD患者数に影響を与える因子の解明 
わが国の CKD 患者数は、高齢化や糖尿病など生

活習慣病の影響で増加していることが予想される。しか
しながら、それらの要因の影響は地域によって差がある
ことが予想される。わが国の CKD対策の均霑化のため
にも、CKD 患者数に影響を与える因子を解明すること
は重要である。そこで、大阪府内での生活習慣病罹
患率と CKD 罹患率の関連を検討することとした。また、
上記の CKD患者数の実態調査において、CKD患者
数に影響を与える因子を解明する方法についても検討
した。 
個人レベルでの CKD リスク因子に関する検討も行う。

健診で取得される古典的なリスク因子に加えて社会経
済因子等の検討も行う。 

78



Ｃ．研究結果 
1) CKD患者数の実態調査 
2005年のCKD患者数の調査では特定健診データ、
各地のコホート研究データが用いられている。本調査に
おいても、上記データを用いて、年次的な推移などを調
査することも検討したが、地域に偏りがあることや、会社
の健診データを使用することは個人情報保護の観点か
ら利用が難しいこともあり、NDB データを用いた解析を
行うこととした。NDB データを用いた解析では全患者デ
ータによる解析と部分抽出データによる解析を並行して
行うこととした。 
 全国規模国保組合、全国協会けんぽ、自治体国
保データでのCKD有病割合推定アルゴリズムを設計し
た。 
2) CKD患者数に影響を与える因子の解明 
上記のNDBデータを用いた解析では糖尿病や高血圧
など生活習慣病に関連するデータも抽出し、CKD 患
者数に影響を与える因子を解明することとした。 
また、大阪府において、 

 
糖尿病、高血圧、脂質異常症、腎不全の入院外医
療費、脳血管疾患、心疾患の入院医療費、および平
均寿命の調査を行ったところ、図のように地域の差が認
められた。 

Ｄ．考察 
NDB データを用いた CKD 患者数の実態調査を行

うことにより、正確な CKD 患者数が把握できるとともに、
CKD患者数に影響を与える生活習慣病などの因子が
解明できると考えられる。 
 
Ｅ．結論 
CKD 患者の早期発見、早期治療および重症化対策
のためには、CKD の実態調査および影響を与える因
子の解明が重要である。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
1）Fukuma S, et al.  Impact of the 

national health guidance intervention for 
obesity and cardiovascular risks on 
healthcare utilisation and healthcare 
spending in working-age Japanese 
cohort: regression discontinuity design. 
BMJ Open 12 (7)：E056996 2022 

２．学会発表 
なし 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 
なし 
２．実用新案登録 
なし 
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別添 4 

厚生労働推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 

 
分担研究報告書 

 

情報発信、広報 

 

研究分担者 西山 成 香川大学 

研究分担者 祖父江理 香川大学 

 

研究要旨：研究成果を広く周知・公開するために指定政策研究班と公募研究班（岡田班）の合同 HP を立ち上

げた(https://ckd-research.jp/) 

Ａ．研究目的 

研究班の成果を国民に広く周知する。 

 

Ｂ．研究方法 

メディカルクオール社に委託し、研究班の合同

HPを立ち上げた。全都道府県の CKD対策の取り

組みは各県代表者より提出された。年齢・性別

別の新規透析導入患者数は日本透析医学会の年

末統計調査より作成した。腎臓専門医数・腎臓

病療養指導士数は日本腎臓学会・日本腎臓病協

会よりデータの供与を受けた。 

（倫理面への配慮） 

 該当なし 

 

Ｃ．研究結果 

HP は 2023/02/27 に 公 開 さ れ た

(https://ckd-research.jp/)。１）普及、啓発、

２）診療連携体制構築、３）診療水準の向上、

４）人材育成 の4本柱に加え、５）研究開発・

国際比較では47都道府県ごとに現在のCKD対策

の取り組み、腎臓専門医数・腎臓病療養指導士

数・透析導入患者数を視覚的に記載した。また、

CKD啓発動画もHP上から確認可能となった。 

 

Ｄ．考察 

まだ内容が不足している部分もあり、次年度に

向けての課題である。 

 

Ｅ．結論 

HPにて現在のそれぞれの地域における実情と研

究班の進捗を確認することが可能となった。 

 

Ｇ．研究発表 

1.論文発表 

該当なし 

2.学会発表 

該当なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

該当なし 
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別添５ 
                                                                                           
                                                                                                 

研究成果の刊行に関する一覧表 
                                                                                                 
      書籍                                                                                        

 著者氏名  論文タイトル名 書籍全体の 
 編集者名 

 書 籍 名 出版社名  出版地 出版年  ページ 

岡田浩一 

専門医のための腎
臓病学 第３版 
 

 
慢性腎臓病（CK
D）（保存期を中
心に） 

医学書院 東京  in press 

岡田浩一 

慢性腎臓病：腎機能
保持を目指した薬
物療法 

山縣邦弘、南
学正臣 

腎疾患・透析 
最新の治療202
3-2025 

南江堂 東京 2023 240-242 

西畑淳也 

森下義幸 
尿崩症 

山縣邦弘 

南学正臣 

腎疾患・透析最
新の治療2023-
2025 

南江堂 東京都 2023 195-198 

岡田浩一 

慢性腎臓病（保存期
腎不全） 

 

福井次矢、高
木誠、小室一
誠 

今日の治療指
針 2023年版
―私はこう治
療している 

医学書院 東京 2022 624-626 

古波蔵 健
太郎 

腎疾患 高尿酸血
症に伴う腎障害 

福井次矢/高
木誠/小室一
成 

今日の治療方
針 私はこう
治療している 

医学書院 東京  2022  609-610 

山縣邦弘 
急速進行性糸球体
腎炎 矢崎義雄他 内科学第12版 朝倉書店 東京 2022 IV-61-65 

山縣邦弘 

抗糸球体基底膜抗
体病（Goodpasture
症候群） 

矢崎義雄他 内科学第12版 朝倉書店 東京 2022 IV-107 

田村功一 
本態性高血圧の成
因 

矢﨑義雄・小
室一成 

内科学第12版 朝倉書店 東京 2022 300-302 

要 伸也 

多職種連携によるC
KM：腎臓病療養指導
士の役割 
 

「AMED長寿
科学研究開
発事業高齢
腎不全患者
に対する腎
代替療法の
開始/見合わ
せの意思決
定プロセス
と最適な緩
和医療・ケア
構築研究班」 

高齢腎不全患
者のための保
存的腎臓療法-
conservative 
kidney manage
ment (CKM)の
考え方と実践- 

東京医学
社 

東京 2022  186-189 
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要 伸也（監
修） 

 
 

厚生労働科
学研究費補
助金（腎疾患
政策研究事
業）慢性腎臓
病（CKD）患者
に特有の健
康課題に適
合した多職
種連携によ
る生活・食事
指導等の実
証研究班 

CKD ケアのた
めの多職種連
携マニュアル 

 

 

 

 

 

東京医学
社 

 2023  100ページ 

 
                                                                                                 
      雑誌                                                      
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                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  福永 仁夫       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                       

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築                                         

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部 腎臓・高血圧内科学・教授                                 

    （氏名・フリガナ） 柏原 直樹・カシハラ ナオキ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                         
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 5年 4月  1日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                                          
                                              機関名 埼玉医科大学 
 
                      所属研究機関長  職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  別所 正美        
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部局・職名）  医学部・教授                         

        （氏名・フリガナ）  岡田 浩一・オカダ ヒロカズ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 



令和５年２月１３日 
 
                                        
厚生労働大臣 殿 

 
                              機関名 旭川医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 西川 祐司         
 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビ

デンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部・准教授                                

    （氏名・フリガナ）   中川 直樹・ナカガワ ナオキ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □  ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □  ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □  ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：□             ） 
 □  ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 



令和 5年 3月 29日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人島根大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  服部 泰直       
 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                              

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビ

デンス構築   

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部附属病院・准教授                               

    （氏名・フリガナ）  伊藤 孝史・イトウ タカフミ                           

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □ 

 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □ 
 

□ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □ 

 
□ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □ 

 
□ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和５年 ２月１３日 
 
厚生労働大臣   殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 槇野 博史   
 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                                        

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 岡山大学学術研究院医歯薬学域・教授                                

    （氏名・フリガナ） 和田 淳・ワダ ジュン                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること

 



令和５年 ２月１３日 
 
厚生労働大臣   殿 

                                                                                             
                   
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 槇野 博史   
 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                        

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 岡山大学学術研究院医歯薬学域・教授                                

    （氏名・フリガナ） 内田 治仁・ウチダ ハルヒト                          

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象

とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること 

 



令和  5 年  4 月  3 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 熊本大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 小川 久雄           
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院生命科学研究部・教授                        

    （氏名・フリガナ） 向山 政志 （ムコウヤマ マサシ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □  ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 5年 4月 5日
厚生労働大臣

―(‐二医薬 品会ギ轟幹生尋 究
「

刷事 _殿
」薬鶏譲多

「

ヰ伴部霧■
機関名 国立大学法人筑波大学

所属研究機関長 職 名 学長

氏 名 永田 恭介

次の職員の令和 4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理 |こ ついて |■ 以下のとお りです。

1.研究事業名

2.研究課題名

腎疾

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する

エビデンス構築

3.研究者 名  (所属部署・職名)  医学医療系 。教授

(氏名・フ リガナ)  山県系 邦弘・ヤマガタ )=tu
4.倫理審査の状況

(※ 1) を実施するに当たり樽守すべ んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすることし

その他 (特記事項 )

t※2)未審古|=場 合は、 ;〔 1'ヽ 理由を記載
~lる

こと
=

(※ 3)廃上前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関
~■

る倫理指針」.「 ヒ |ヽ
ゲノム・遺伝子解析研究 (■ 関する倫理指針」、「人を支」

‐象とするE十系研究に開十る倫理指針 ||こ 準拠
~「

る場舘ま、当該項目に記入 |ろ 二二
=

5.厚生労働分野の研究活動における不正行為レ、の対応について

6.利益小|1反 の管理

・該当
‐
,る □にチ

=ニ
ックを入れるこ L

・分担研究者め所属する|,t関 の長も作成十ろ二と,

左記で該当がある場合のみ記入 (※ 1)該当性 (ハ 有無

有  無 審査済み   審査 した機関 未審査 (>・ 21

人を対象とする生命科学・医学系研究に関十る倫理

事旨ゴ十 (米 3)

□   ■ □

遺伝子治療等臨床研究に開する指針 □   ■ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等げ)実施に関する基本指針

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

(指針の名称 1               ) □   ■ □

研究倫理教育の受講状況 受講 ■  未受講 □

当研究機関における(:OIの 管理に関する規定プ)策 定 有 ■ 無 □ (無 の場合はその理lh

当研究機関におけるC01委 員会設置の有無 有 ■ 無 □ (無 の場合は姜託先機関

当研究|[係 る (〕 OIに ついての報告・審査の有無 有 ■ 無:E(無の場舘 |ム●理由

当研究に係るCOIに ついての指導・管理の有無 有 □ 無 ■ (有の場合ltt′ ,内 容

(留意事項 )

□

□

□



令和 5 年 4 月 10 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名  国立大学法人琉球大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  西田 睦         
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 琉球大学病院 血液浄化療法部 准教授・部長           

    （氏名・フリガナ） 古波蔵 健太郎 （コハグラ ケンタロウ）            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和5年4月5日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 自治医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  永井良三  
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）総合医学第 1 講座（腎臓内科）教授                                  

    （氏名・フリガナ）森下義幸 モリシタ ヨシユキ                                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 自治医科大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無  ■ （有の場合はその内容：              ） 



令和 5 年 4月 12日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人信州大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  中村 宗一郎（公印省略）   
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 信州大学医学部附属病院腎臓内科 診療教授                                 

    （氏名・フリガナ）上條 祐司 （カミジョウ ユウジ）                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和  ５年 ４月 ２１日
厚生労働大臣                                        

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                           独立行政法人国立病院機構
                              機関名     千葉東病院

                    所属研究機関長 職 名 病 院 長
                                                                                     
                            氏 名 西 村 元 伸  

  次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。

１．研究事業名 腎疾患政策研究事業                                  

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する

エビデンス構築                                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 診療部 統括診療部長                                 

   （氏名・フリガナ） 今 澤 俊 之  イマサワ トシユキ                         

４．倫理審査の状況

該当性の有無

有  無

左記で該当がある場合のみ記入（※1）

審査済み   審査した機関 未審査（※2）

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3）

□ ☑ □ □

遺伝子治療等臨床研究に関する指針 □ ☑ □ □

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針
□   ☑ □ □

その他、該当する倫理指針があれば記入すること

（指針の名称：                  ）
□   ☑ □ □

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。

その他（特記事項）

                                                
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について

研究倫理教育の受講状況 受講☑   未受講 □

６．利益相反の管理

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ）

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：               ）

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 □ 無 ☑（無の場合はその理由：COI に関わる活動が含まれなかったため）

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ）

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。





令和 ５年  ３月 ２８日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                         
                              機関名 北里大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 島袋 香子        
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部・教授                                  

    （氏名・フリガナ） 石倉健司・イシクラケンジ                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

あいち小児保健医療総合セン

ター 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■  無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 



令和 5 年 4 月 6 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 東京慈恵会医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  松藤 千弥          
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）  腎臓・高血圧内科 教授                                

    （氏名・フリガナ）  横尾 隆 （ヨコオ タカシ）                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

東京慈恵会医科大学倫理委員

会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 



令和 5 年 4 月 6 日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 東京慈恵会医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  松藤 千弥          
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）  腎臓・高血圧内科 講師                                

    （氏名・フリガナ）  福井 亮 （フクイ アキラ）                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 

東京慈恵会医科大学倫理委員

会 
□ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 



令和５年４月21日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長） 
                               機関名 岩手医科大学 
 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 祖父江 憲治        
 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部 ・ 教授                                

    （氏名・フリガナ）  旭 浩一 ・ アサヒ コウイチ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和５年 ３月 ６日 
 
厚生労働大臣 殿 

                                 
                              機関名 山形大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名  玉手 英利          
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 難治性疾患政策研究事業 

２．研究課題名 腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデ

ンス構築 

３．研究者名  （所属部署・職名） 公衆衛生学・衛生学 教授  

    （氏名・フリガナ） 今田恒夫・コンタ ツネオ  

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 ■   □ ■ 山形大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象と
する医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和  ５年  ４月  ４日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人香川大学 

                      所属研究機関長 職 名 学長                          
                              氏 名 筧 善行           
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                  

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                     

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部循環器・腎臓・脳卒中内科・講師                 

    （氏名・フリガナ） 祖父江 理・ソフエ タダシ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和  5 年 3 月  31 日 
厚生労働大臣                                          

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                            
                                     
                              機関名 杏林大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 渡邊 卓            
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等

の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部・教授                                

    （氏名・フリガナ）  要 伸也・カナメ シンヤ                                

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 杏林大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □ ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし
一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす
る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



2023年 3月 31日 
厚生労働大臣  殿 
                                                                                             

                    
                              機関名  東海大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  学長 
                                                                                      
                              氏 名  山田 清志          
 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進調査事業費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管

理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビ 

 デンス構築                                      

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部・准教授                                 

    （氏名・フリガナ） 和田 健彦 （ワダ タケヒコ）                                 

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和５年５月１日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                       
                                          
                              機関名  国立大学法人東京大学 
 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 藤井 輝夫          
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相

反等の管理については以下のとおりです。 
１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                  

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 
エビデンス構築                                       

３．研究者名  （所属部署・職名）  医学部附属病院・教授       
    （氏名・フリガナ）  南学 正臣・ナンガク マサオミ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象
とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和 5年 4月 6日 
厚生労働大臣   殿                                     

                                                                                              
                     
                              機関名 久留米大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 内村 直尚       
 

   次の職員の令和 4年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                         

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                        

３．研究者名  （所属部署・職名）  内科学講座腎臓内科部門 ・ 教授               

    （氏名・フリガナ）  深水 圭 ・ フカミ ケイ                         

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ☑ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ☑ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ☑ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ☑ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ☑   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ☑ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ☑ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ☑（有の場合はその内容：                 ） 

 



令和5年4月13日 
厚生労働大臣 殿                                       

                                                                                              
                    
                              機関名 国立大学法人大阪大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 大学院医学系研究科長 
                                                                                      
                              氏 名  熊ノ郷 淳      

 

   次の職員の令和４年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名   腎疾患政策研究事業                              

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築   

３．研究者名  （所属部署・職名）  大学院医学系研究科・教授                     

    （氏名・フリガナ）  猪阪 善隆・イサカ ヨシタカ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 大阪大学医学部附属病院 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対
象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和5年4月3日 
厚生労働大臣                                         
 （国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 

（国立保健医療科学院長）                                                                           
                                      
                              機関名 京都大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 総長 
                                                                                      
                              氏 名 湊 長博         

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等

の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                        

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                       

３．研究者名  （所属部署・職名） 大学院医学研究科・准教授                          

    （氏名・フリガナ） 福間 真悟   （フクマ シンゴ）                             

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 ■   □ ■ 京都大学 □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェック

し一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象と
する医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 



令和  ５年  ４月  ４日 
厚生労働大臣                                         

（国立医薬品食品衛生研究所長） 殿 
（国立保健医療科学院長）                                                                        
                                         
                              機関名 国立大学法人香川大学 

                      所属研究機関長 職 名 学長                          
                              氏 名 筧 善行           
 

   次の職員の令和 4 年度厚生労働行政推進調査事業費補助金の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反

等の管理については以下のとおりです。 

１．研究事業名  腎疾患政策研究事業                                  

２．研究課題名  腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資する 

エビデンス構築                                     

３．研究者名  （所属部署・職名） 薬理学・教授                          

    （氏名・フリガナ） 西山 成・ニシヤマ アキラ                    

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


